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１ 前期基本計画の施策展開の視点     
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１：子育て 

 

目指す姿 

 安心して結婚・出産・子育てができ、すべての子どもたちが夢を持って笑顔で健やかに育つ

まち 

 

現 状 

 

①結婚から妊娠期、乳幼児、学童期まで、それぞれの過程において切れ目のない支援を行い、

子育て世代が安心して育児や教育ができる環境の整備に取り組んでいます。 

②大野市の婚姻率1は全国や福井県全体と比べて低い状況にあり、平均初婚年齢は年々高くなっ

ています。 

③出産数の多い２０歳代後半から３０歳代の女性の人口が減少しており、平成２１年以降、２

２０人前後で推移していた出生数は平成２９年以降、２００人を下回っています。 

④核家族化や地域のつながりの希薄化、雇用環境の変化、子育てにかかる経済的負担など、子

どもや子育てを取り巻く環境が厳しくなっています。 

⑤発達に気がかりのある子どもや医療的ケア児2、ひとり親家庭、要保護児童3など支援が必要な

子どもや家庭を専門的、総合的に支援しています。 

 

課 題 

 

①将来の結婚や子育てに希望が持てるよう、働きながら子育てがしやすい環境づくりを進める

必要があります。 

②安心して妊娠・出産できる環境を整え、保護者が子育てに不安や孤立感を持たないよう、妊

娠期から切れ目のない相談支援などを継続して行う必要があります。 

③子どもを取り巻く社会環境の変化などにより、保護者の多様なニーズに対応できる子育てサ

ービスを提供する必要があります。 

④いつでも気軽に子育ての相談ができる場の充実や仕組みを作る必要があります。 

⑤子育て世代の母親がリフレッシュする機会を提供する必要があります。 

⑥地域ぐるみで子育てを応援する意識の醸成や自主的な取り組みに対する支援が必要です。 

⑦発達に気がかりのある子どもや医療的ケア児への支援、ひとり親家庭の自立支援、要保護児

童への対応を強化する必要があります。 

 

                                                   
1 婚姻率：人口 1,000 人に対する婚姻件数の割合のことです。 
2 医療的ケア児：日常的に人工呼吸器や胃ろうなどを使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアを

必要とする子どものことです。 
3 要保護児童：保護者のない児童または保護者に監護させることが不適当であると認められる児童のこと

です。 

２ 基本目標分野別前期基本計画 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 

基本計画は、項目ごと

に整理しています。 

 

 

目指す姿 

計画に掲げる取り組

みを進めることで目

指す、将来の大野市の

姿を示しています。 

現状 

項目分野における現状

をまとめたものです。 

課題 

項目分野における課題

をまとめたものです。 

前期基本計画の構成 
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施 策 

 

１ 結婚から子育てまで切れ目のない支援体制を確立します 

①将来の結婚や子育てに希望が持てるよう、市や県、企業などが連携し、若い世代の結婚へ

の応援や働きながら子育てがしやすい環境づくりを進めます。 

②子どもの見守りや預かりなど、地域ぐるみの子育てを支援します。 

 ③妊娠中の不安や産後うつなど、母親が孤立することがないよう、きめ細やかな相談支援や

情報提供、保健指導などを行い、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援体制を強化し

ます。 

 

２ 保護者のニーズに応じた子育てサービスを提供します 

①子どもの人権を尊重する意識と資質を持つ保育士や保育教諭が、質の高い保育・幼児教育

を提供します。 

②保護者の多様なニーズに対応するため、延長保育や一時預かりなどの特別保育を実施しま

す。 

③在宅での子育て家庭に対し、関係機関が連携して子育てサービスを提供します。 

④子育てにかかる経済的な負担の軽減や、子育て情報の発信など、保護者のニーズに沿った

サービスを充実します。 

⑤放課後児童クラブや放課後子ども教室など、子どもたちの居場所を確保します。 

 

３ サポートを必要とする子どもと家庭を支援します 

 ①障がいのある子どもや発達に気がかりのある子ども、ひとり親家庭、要保護児童などに対

し、関係機関や関係団体などが連携し、専門的な支援を提供します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①楽しく食事をしたり、子どもの話をよく聞いたりして、家族団らんの時間を持ちます。 

②子育て中の親や子どもが地域から孤立することのないよう、温かく見守り、交流します。 

③子育て中や不妊治療を受けている人が柔軟に働けるよう応援します。 

 

成果指標 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

出生率 
人口 1,000 人に対する出生数

の割合 
4.9 5.2 ‰

ﾊﾟｰﾐﾙ

 

地域子育て支援センタ

ー、ちっく・たっく、

園開放の延べ利用者数 

地域の子育て支援の拠点とな

る各施設の延べ利用者数 
25,835 22,820 人 

 

関連する個別計画 

・大野市子ども・子育て支援事業計画 

・大野市障がい児福祉計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策 

目指す姿や現状、課題を

踏まえ、計画期間中の 

５年間に、何に取り組ん

でいくのかの方針（施策）

を示しています。 

みんなができること 

目指す姿に向かって、市

民や団体、企業ができる

ことを掲載しています。 

成果指標 

施策の成果を測るため

の指標として、目標や数

値を掲載します。 

関連する個別計画 

具体的な事業や取り組

みは、関連する個別計画

に記載されます。 
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１：子育て 

 

目指す姿 

 安心して結婚・出産・子育てができ、すべての子どもたちが夢を持って笑顔で健やかに育つまち 

 

現 状 

 

①結婚から妊娠期、乳幼児、学童期まで、それぞれの過程において切れ目のない支援を行い、子育

て世代が安心して育児や教育ができる環境の整備に取り組んでいます。 

②大野市の婚姻率1は全国や福井県全体と比べて低い状況にあり、平均初婚年齢は年々高くなってい

ます。 

③出産数の多い２０歳代後半から３０歳代の女性の人口が減少しており、平成２１年以降、２２０

人前後で推移していた出生数は平成２９年以降、２００人を下回っています。 

④核家族化や地域のつながりの希薄化、雇用環境の変化、子育てにかかる経済的負担など、子ども

や子育てを取り巻く環境が厳しくなっています。 

⑤発達に気がかりのある子どもや医療的ケア児2、ひとり親家庭、要保護児童3など支援が必要な子

どもや家庭を専門的、総合的に支援しています。 

 

課 題 

 

①将来の結婚や子育てに希望が持てるよう、働きながら子育てがしやすい環境づくりを進める必要

があります。 

②安心して妊娠・出産できる環境を整え、保護者が子育てに不安や孤立感を持たないよう、妊娠期

から切れ目のない相談支援などを継続して行う必要があります。 

③子どもを取り巻く社会環境の変化などにより、保護者の多様なニーズに対応できる子育てサービ

スを提供する必要があります。 

④いつでも気軽に子育ての相談ができる場の充実や仕組みを作る必要があります。 

⑤子育て世代の母親がリフレッシュする機会を提供する必要があります。 

⑥地域ぐるみで子育てを応援する意識の醸成や自主的な取り組みに対する支援が必要です。 

⑦発達に気がかりのある子どもや医療的ケア児への支援、ひとり親家庭の自立支援、要保護児童へ

の対応を強化する必要があります。 

 

  

                                                   
1 婚姻率：人口 1,000人に対する婚姻件数の割合のことです。 
2 医療的ケア児：日常的に人工呼吸器や胃ろうなどを使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアを必

要とする子どものことです。 
3 要保護児童：保護者のない児童または保護者に監護させることが不適当であると認められる児童のことで

す。 
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施 策 

 

１ 結婚から子育てまで切れ目のない支援体制を確立します 

①将来の結婚や子育てに希望が持てるよう、市や県、企業などが連携し、若い世代の結婚への応

援や働きながら子育てがしやすい環境づくりを進めます。 

②子どもの見守りや預かりなど、地域ぐるみの子育てを支援します。 

 ③妊娠中の不安や産後うつなど、母親が孤立することがないよう、きめ細やかな相談支援や情報

提供、保健指導などを行い、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援体制を強化します。 

 

２ 保護者のニーズに応じた子育てサービスを提供します 

①子どもの人権を尊重する意識と資質を持つ保育士や保育教諭が、質の高い保育・幼児教育を提

供します。 

②保護者の多様なニーズに対応するため、延長保育や一時預かりなどの特別保育を実施します。 

③在宅での子育て家庭に対し、関係機関が連携して子育てサービスを提供します。 

④子育てにかかる経済的な負担の軽減や、子育て情報の発信など、保護者のニーズに沿ったサー

ビスを充実します。 

⑤放課後児童クラブや放課後子ども教室など、子どもたちの居場所を確保します。 

 

３ サポートを必要とする子どもと家庭を支援します 

 ①障がいのある子どもや発達に気がかりのある子ども、ひとり親家庭、要保護児童などに対し、

関係機関や関係団体などが連携し、専門的な支援を提供します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①楽しく食事をしたり、子どもの話をよく聞いたりして、家族団らんの時間を持ちます。 

②子育て中の親や子どもが地域から孤立することのないよう、温かく見守り、交流します。 

③子育て中や不妊治療を受けている人が柔軟に働けるよう応援します。 

 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

出生率 
人口 1,000人に対する出生数の

割合 
4.9 5.2 ‰

ﾊﾟｰﾐﾙ

 

地域子育て支援センタ

ー、ちっく・たっく、

園開放の延べ利用者数 

地域の子育て支援の拠点とな

る各施設の延べ利用者数 
25,835 22,820 人 

 

 

関連する個別計画 

・大野市子ども・子育て支援事業計画 

・大野市障がい児福祉計画 
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２：学び 

 

目指す姿 

 子どもたちの確かな学力や夢に挑戦する力、ふるさとを愛する心を育むまち 

 

現 状 

 

①大野の人や歴史、文化、伝統、産業などを学ぶ教育を進めていることにより、子どもたちのふる

さとへの誇りと愛着が育っています。 

②「全国学力・学習状況調査」の平均正答率は、小中学生ともに、すべての教科で全国平均を上回

り、県平均の水準を維持しています。 

③「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」では、小中学生ともに全国平均を上回る結果となって

います。 

④国際理解教育推進員4（ＡＬＴ）の配置やＩＣＴ5環境の整備により、国際化や情報化社会に対応

できる人づくりを進めています。 

⑤子どもたちの学校生活を支援する支援員や相談員の配置、問題を抱えた子どもたちを支援する専

門職員の配置、いじめ防止対策の強化などにより、安心して通うことができる学校づくりに取り

組んでいます。 

⑥第三次大野市子ども読書活動推進計画に基づき、図書館の蔵書を充実するとともに、読み聞かせ

などを行い、子どもたちの年齢に応じた図書の提供と読み聞かせボランティアなどへの研修を行

っています。 

⑦児童生徒数が減少する中においても、小中学校における教育環境の向上を図るため、大野市小中

学校再編計画（案）の策定に向けた検討を進めています。 

⑧小中学校の校舎や体育館、設備などの経年劣化が進んでいます。 

⑨携帯端末の普及により、人間関係の希薄化や心身の健康への影響、インターネットを悪用した犯

罪など、青少年を取り巻く環境が大きく変化しています。 

⑩放課後児童クラブや放課後子ども教室において、児童の安全な居場所を確保し、勉強やスポーツ、

文化活動、地域住民との交流活動を行っています。 

  

                                                   
4 国際理解教育推進員：大野市独自の制度で、小学校外国語の時間に担任教諭とともに授業を行い、市の国

際交流支援も行っています。 
5 ＩＣＴ：Information  and Communication Technology（情報通信技術）の略で、情報技術を活用したコミ

ュニケーションのことです。 
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課 題 

 

①自ら課題を発見し解決する探求的な学習を推進し、ふるさと大野の未来を創造する力と、自己の

生き方について考える力を育てる必要があります。 

②地域に根差した伝統や文化の継承、地域ぐるみの交流を進め、子どもたちのふるさとを思う心や

人を思いやる心を引き続き育てる必要があります。 

③「全国学力・学習状況調査」では、小中学生ともに県平均レベルの学力を維持していますが、確

かな学力の定着とさらなる向上が必要です。 

④複数の情報から必要なものを取り出して説明したり、根拠を明確にして理由を記述したりする力

をつける必要があります。 

⑤家庭環境などを要因とした問題を抱える子どもが増加しており、学校内外における子どもたちへ

の支援が必要です。 

⑥保幼小、小中、中高のそれぞれの連携は進んでいますが、さらに充実させる必要があります。 

⑦図書館と学校図書館が連携し、子どもたちに質の高い図書の提供を行うとともに、家庭での読書

の習慣化を促していく必要があります。 

⑧児童生徒の教育環境の向上を図るため、一定規模の学習集団が必要であることについて、保護者

をはじめとした市民の理解を深めることが必要です。 

⑨小中学校の施設の老朽化に対し、適切に対応する必要があります。 

⑩家庭や地域、学校の連携による地域に根差した開かれた学校づくりを、継続して実施する必要が

あります。 

⑪インターネットを悪用した犯罪をはじめ、さまざまな犯罪やトラブルに巻き込まれないよう、子

どもたちを教育するとともに、携帯端末との関わり方など、青少年健全育成の環境を整備する必

要があります。 

⑫「地域の子どもは地域で育てる」との意識の下、放課後子ども教室に安全管理員を適切に配置し、

子どもたちの安全で安心な遊び場や居場所を確保していく必要があります。 

⑬小中学校の再編に伴い、各地区の放課後児童クラブや放課後子ども教室をそれぞれの地区に合わ

せた運営方法に変更する必要があります。 
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施 策 

 

１ 優しく賢くたくましい大野人を育てます 

 ①ふるさと大野の未来を創造する力と、自己の生き方について考える力を育てるために、さまざ

まな学習や体験を充実します。 

②確かな学力を身につけるため、国や県、市の学力調査を活用した授業改善を行います。 

③情報活用能力や論理的思考力を育成するために、タブレット端末などのＩＣＴ機器を効果的に

活用します。 

④安心して通える魅力ある学校をつくるために、いじめや不登校への対策を充実するとともに、

障がいや多様性を個性として受け入れる教育を推進します。 

⑤家庭や学校、地域が一体となって、青少年の安全確保と健全育成を行うための環境づくりを促

進します。 

⑥親が子育てについて考え、学ぶことのできる機会をつくるとともに、親子が一緒に取り組み、

親子の絆を深めることができる活動を実施します。 

⑦子どもたちに読書の楽しさを伝えるとともに、読書の習慣化を促すため、図書館と学校図書館

との連携を進めるとともに、学校や認定こども園などへの図書館司書や読み聞かせボランティ

アの派遣を行います。 

 

２ 児童生徒の教育環境を整えます 

 ①未就学時から高等学校までをつなぐ教育の仕組みづくりに取り組みます。 

②一定規模の学習集団による教育を実現するため、小中学校の再編を進めます。 

 

３ 地域と学校が連携して子どもの育ちを支えます 

 ①家庭や地域、学校、公民館の連携により、子どもたちの豊かな成長を支える「コミュニティ・

スクール6」を推進します。 

 ②放課後の子どもたちの居場所づくりについて、学校再編と一緒に検討します。 

 ③心豊かな子どもたちに育つよう、地域による登下校の見守り活動や地域ならではの行事への参

加、自然との触れ合いなど、さまざまな人たちと関わる機会をつくります。 

 ④地域の伝統行事や伝統芸能、伝統料理などを末永く後世に伝承する活動を推進します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①大人が率先して笑顔であいさつや声かけを行い、思いやりのある行動をします。 

②読書やスポーツ、文化芸術などさまざまな活動を子どもと一緒に行い、共に学び続けます。 

③子どもが犯罪や事故に巻き込まれないよう、登下校の見守りをします。 

④学校が行う行事や校外学習、職場体験、ＰＴＡ活動などに協力します。 

⑤子どもや子育て家庭への声かけなどを行い、地域の子どもを地域全体で見守り、育てます。 

  

                                                   
6 コミュニティ・スクール：学校と保護者、地域住民がともに知恵を出し合い、学校運営に意見を反映させ

ることで、一緒に協働しながら子どもたちの豊かな成長を支え、地域とともにある学校づくりを進める仕組

みです。 
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成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

「学校が楽しい」

と回答する児童生

徒の割合 

児童生徒アンケートで「学校が

楽しい」と回答する児童生徒の

割合 

小 94.0 

中 89.0 

小 95.5 

中 91.5 
％ 

子どもの生涯学習

事業参加回数 

18 歳以下の子ども一人当たり

の年間生涯学習事業参加回数

（生涯学習センター、公民館、

図書館主催） 

1.41 1.45 回 

 

関連する個別計画 

・教育に関する大綱 

・大野市小中学校再編計画 

・大野市子ども・子育て支援事業計画 

・結の故郷ふるさと教育推進計画 

・大野市子ども読書活動推進計画 

・大野市障がい児福祉計画 
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３：健康・医療 

 

目指す姿 

 市民が、自ら健康づくりに取り組み、地域医療体制や感染症対策が整った環境で、健やかで幸せ

に暮らすまち 

 

現 状 

 

①高齢化や医療の高度化により、一人当たりの医療費は高い水準で推移しています。 

②循環器系の疾患や悪性新生物7など、生活習慣病に起因する疾患が多くなっていることから、病

気の早期発見や早期治療のために特定健診8やがん検診、特定保健指導9を実施するとともに、効

果的な受診勧奨に取り組んでいます。 

③住み慣れた地域で健やかで心豊かな生活を送るため、自身の健康に関心や目標を持ち、健康づく

りに取り組む市民が増えるよう、健康のまちづくりに取り組んでいます。 

④新型コロナウイルス感染症について、ワクチンや治療薬の開発、検査体制の整備が進められてお

り、大野市においても、感染拡大を防止するため、「新しい生活様式」の周知や市民への迅速な

情報提供を行っています。 

 

課 題 

 

①市民一人一人が、自分自身の健康状態を把握し、日頃から楽しみながら健康づくりに取り組むこ

とができる環境づくりが重要であり、ライフステージに応じた切れ目のない健康づくりを支援し

ていく必要があります。  

②高齢者の心身の多様な課題に対し、きめ細かな支援を実施するため、高齢者の保健事業と介護予

防を一体的に実施する必要があります。 

③かかりつけ医の普及啓発と、県や医療機関などと連携した地域医療体制の充実を図ることが必要

です。 

④特定健診やがん検診の受診率、特定保健指導の実施率の向上を図る必要があります。 

⑤国や県などが実施する感染症対策に協力し、市ホームページやＳＮＳなどを活用した市民への正

確で迅速な情報提供や周知啓発が必要です。 

⑥感染症予防に対する意識を高め、感染予防対策が自然に実践できるよう周知啓発を図る必要があ

ります。 

 

  

                                                   
7 悪性新生物：悪性腫瘍のことで、細胞が何らかの原因で変異して増殖を続け、周囲の正常な組織を破壊す

る腫瘍です。がんや肉腫などがこれに入ります。 
8 特定健診：日本人の死亡原因の約６割を占める生活習慣病の予防のために、４０歳から７４歳までの方を

対象に行う、メタボリックシンドロームに着目した健診です。 
9 特定保健指導：特定健診の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病

の予防効果が多く期待できる方に対して、専門スタッフ（保健師、管理栄養士など）が生活習慣を見直すサ

ポートをします。 
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施 策 

 

１ 赤ちゃんからお年寄りまで、ライフステージに応じた切れ目のない健康づくりを支援します 

①自主的に健康づくりに取り組むきっかけづくりと機運醸成のため、ヘルスウオーキングプログ

ラムや健康食守フェスタの実施、ラジオ体操の普及啓発などを行います。 

 ②スポーツ教室の開催などを通して、市民のライフステージごとの興味や関心、目的に応じた運

動やスポーツの機会を提供します。 

③高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を進めるため、国保データベースシステム10を活

用し、高齢者の課題分析やハイリスク高齢者への個別支援、かかりつけ医や地域の医療関係団

体と連携した地域医療の体制づくりを進めます。 

④フレイル11予防のため、普及啓発の担い手となる市民ボランティア（フレイルサポーター）の

養成や、地区サロンや公民館などに出向いたフレイル予防啓発活動など、楽しく運動を継続で

きる健康教育などを行います。 

⑤内臓脂肪型肥満（メタボリックシンドローム）の該当者と予備軍を減らすため、特定健診を実

施するとともに、生活習慣の改善を促す特定保健指導の実施と、医療機関と連携した糖尿病性

腎症などの重症化予防を進めます。 

  

２ 地域医療体制の充実を図ります 

①在宅で受けられる医療サービスの内容や利用方法などについて、情報提供を図るとともに、医

療機関と連携して在宅医療が受けやすい環境を整えます。 

②休日急患診療所の安定的な運営とともに、二次救急医療体制として病院群輪番制や小児救急医

療支援を活用し、安定的な救急医療体制を確保します。 

③身近にある地域の医療機関と市外の中核的な医療機関がそれぞれの役割や機能を分担し、お互

いに連携しながらより良い医療を提供する「病診連携」について周知し、かかりつけ医の普及

に取り組みます。 

 

３ 感染症などの予防や対策に取り組む体制を整えます 

①迅速な感染症対策がとれるよう、県や（一社）大野市医師会などの関係機関と連携を強化しま

す。 

②市民に対する予防接種が必要に応じてできるよう、接種体制の整備を進めます。 

③あらゆる媒体を活用し、市民に迅速な情報提供や周知啓発を行います。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①ラジオ体操やウオーキングなど手軽な運動に取り組みます。 

②塩分控え目や野菜をたっぷり摂るなど、正しい食生活を心がけます。 

③感染症対策に気を配った「新しい生活様式」を実践します。 

 

  

                                                   
10 国保データベースシステム：市町村の地域づくり、国保・介護保険の安定的運営を目指した保健事業を推

進するため、国保連合会が保険者に提供しているデータ分析システムです。 
11 フレイル：加齢により心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態です。 
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成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

特定健康診査対象者に対する受診

者の割合 

国民健康保険加入者で

40～74 歳の特定健康診

査受診率 

44.1 60 ％ 

特定保健指導対象者に対する指導

修了者の割合 

メタボリックシンドロ

ームの該当者・予備群の

人に対する保健指導実

施率 

29.8 60 ％ 

 

関連する個別計画 

・越前おおの健康づくり計画 

・大野市国民健康保険特定健康診査等実施計画 

・越前おおの食育推進計画 

・大野市新型インフルエンザ等対策行動計画 
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４：地域福祉 

 

目指す姿 

 市民が、お互いに人格と個性を尊重し、支え合い、助け合い、住み慣れた地域で安心して暮らす

まち 

 

現 状 

 

①少子化や高齢化の進展、単身世帯の増加、地縁・血縁や地域の繋がりの希薄化による社会的孤立

などの影響により、介護や障がい、子ども、生活困窮などのさまざまな分野の課題が複合化し、

単一の制度のみでは対応しきれなくなってきています。 

②国では、地域住民が地域の課題を「我が事」として共に支えあい、人や資源が世代や分野を超え

て「丸ごと」つながり、共に地域を創っていく「地域共生社会」の実現に向けた体制整備を進め

ており、大野市でも地域住民が主体となり、お互いに支え合い助け合う地域づくりに取り組んで

います。 

③保健・医療・福祉の関係部署が関係機関と相互に情報共有と連携を図りながら、専門性を生かし

たきめ細かな相談支援を行っています。 

④高齢者や障がいのある人など支援が必要な人や、家族や身近に相談できる人がおらず、社会的に

孤立している人などを専門的な支援に繋ぐため、民生委員・児童委員や福祉委員などの地域の相

談役を中心に、身近な支援者が、見守りや相談などの活動を行っています。 

 

課 題 

 

①複合的な生活課題を抱えた人を支援するためには、分野を超えて連携し、横断的かつ包括的に相

談や支援を行う体制が求められており、誰もが気軽に相談できる相談窓口や包括的な支援体制の

充実を図る必要があります。 

②地域福祉の担い手の発掘や養成、担い手を中心とした支え合い体制の構築が重要となるなか、民

生委員・児童委員や福祉委員などの地域の担い手が不足する傾向にあるため、各種委員の連携強

化や活動しやすい環境づくりに取り組む必要があります。 

③高齢者や障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、誰もが相互に理解

を深め尊重し、「結の心」で支え合う意識を醸成することが重要です。 

④元気な高齢者が、長年培った知識や経験、技術を生かすことができる機会や場所づくりが必要で

す。 

⑤認知症や知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が不十分なため、財産の管理や日常生活な

どに支障がある人を社会全体で支え合うため、成年後見制度12の普及啓発に取り組む必要があり

ます。 

 

  

                                                   
12 成年後見制度：判断能力が十分でない成年者（知的障がい、精神障がい、認知症など）が、財産管理（資

産や年金、貯金などの管理）や身上監護（契約締結・費用支払い、施設や介護の選択）についての契約、遺

産分割などの法的行為を行うのが困難な場合などに、それらの人びとの権利を守るための制度です。 
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施 策 

 

１ 地域共生社会の実現に向けて取り組みます 

①関係団体が連携し、ボランティアやＮＰＯ13の活動を促進します。 

②民生委員・児童委員や福祉委員など、地域で活動する各種相談員の活動の活性化と連携強化を

図ります。 

③誰もが気軽に相談できる相談窓口や包括的な支援体制の充実を図ります。 

④ひきこもりや生活困窮など複合的な生活課題を抱えた人を支援するため、地域で支える体制づ

くりを推進します。 

⑤地域での生活を営む上で支援が必要な人を支えるため、地域の特性に応じた包括的な支援体制

の整備を進め、「地域包括ケアシステム14」の深化を図っていきます。 

⑥成年後見制度の普及や利用促進に向けた取り組みを進めます。 

 

２ 高齢者が安心して生きがいを持って暮らせるよう支援します 

①高齢者の介護や介護予防、健康増進のため、利用者のニーズや介護サービスの必要量を見込み、

介護サービスの提供体制を整備するとともに、将来にわたって持続できるよう、介護人材の確

保に向けて取り組みます。 

②隣近所の見守りや声かけ、移動支援、買物支援、雪下ろし支援など、地域で暮らしていくため

の支え合いの仕組みづくりを進めます。 

③高齢者が身近な場所で自主的に交流でき、活躍できる通いの場を増やします。 

④医療や介護が必要な状態になっても、適切な支援を受けることができるよう、医療と介護の連

携と受け皿の整備を進めます。 

⑤高齢者の活躍の場を創出するため、（公社）大野市シルバー人材センターや老人クラブなどの

活動を支援します。 

 

３ 障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう支援します 

①障害者相談支援センターを中心とする相談窓口の充実や障がい福祉サービスの充実など、支援

体制の強化を図ります。 

②障がいのある人が、地域で自立した生活を営むことができるよう、地域活動への参加支援や就

労支援に取り組みます。 

③障がいを理由とする差別の解消や虐待の防止を図り、障がいや障がいのある人に対する市民の

理解を深める取り組みを進めます。 

④発達障がいのある子どもや気がかりのある子どもの早期発見、早期支援に努めます。 

  

                                                   
13 ＮＰＯ：Non Profit Organization（非営利団体）の略で、さまざまな社会貢献活動を行い、団体の構成

員に対し収益を分配することを目的としない団体の総称です。福祉、教育・文化、まちづくり、環境、国際

協力などさまざまな分野で、社会の多様化したニーズに応える重要な役割を果たすことが期待されています。 
14 地域包括ケアシステム：団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となって

も住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予

防・生活支援が一体的に提供される体制のことです。 
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みんな（市民・団体・企業）ができること 

①ボランティア活動に参加します。 

②身の回りで困っている人がいたら手助けします。 

 ③困ったことが合ったら、個人や家族だけで抱え込まず、地域の民生委員・児童委員や市の窓口に

相談します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

ボランティア登録者数 ボランティアの登録者数 1,293 1,350 人 

通いの場の設置数 
65歳以上の高齢者が月 1回以上活

動実績がある通いの場の設置数 
83 90 箇所 

要介護認定率15 大野市における要介護認定率 18.7 19.2以下 ％ 

障害者相談支援センター

の相談件数 

福祉サービスの利用支援等の年間

相談件数 
3,001 3,200 件 

 

関連する個別計画 

・大野市地域福祉計画 

・越前おおの高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

・大野市障がい者計画 

・大野市障がい福祉計画 

・大野市障がい児福祉計画 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
15 要介護認定率：６５歳以上の介護保険被保険者に対する要介護・要支援認定者の割合をいいます。 
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５：スポーツ 

 

目指す姿 

 市民が、それぞれのライフステージでスポーツを楽しみ、健康や競技力が増進し、豊かで充実し

た生活を送るまち 

 

現 状 

 

①少子化や高齢化に対応した地域コミュニティの再生と活性化、健康づくりや高齢者の生きがいづ

くりの観点からも市民のスポーツへの期待は大きくなっています。 

②東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催決定を契機として、国民のスポーツ

への関心が高まっています。また、障がいの有無や年齢、性別などを問わず、誰もがスポーツに

親しむことのできる社会の実現が求められています。 

③スポーツを通じた交流人口の拡大と地域活性化の推進役として、令和２年３月に「福井県スポー

ツまちづくり推進機構」が設立されました。 

④働き方改革の進展により、働く人たちの意識や生活が変化し、スポーツに対するニーズがさらに

多様化することが予想されます。 

⑤少子化の影響により、スポーツ少年団の団員数が減少しています。 

⑥学校に子どもたちの入りたい部活動がなかったり、単独校でのチーム編成が難しくなったりして

いるなか、教員の働き方改革のための国の方針も相まって、部活動の在り方が大きな転換期を迎

えています。 

課 題 

 

①市民のスポーツを通した健康づくりを進めるため、より多くの市民に参加してもらえる事業の実

施が必要です。 

②国民体育大会や全国障害者スポーツ大会、インターハイでの大野市開催競技が、市民により身近

なものとなるよう、普及に努める必要があります。 

③障がいのある人とない人が、一緒にスポーツを楽しむことのできる共生社会を実現する必要があ

ります。 

④スポーツによる交流人口を拡大し、地域を活性化する必要があります。 

⑤感染症のまん延など活動が制限された状況下においても、スポーツに触れ合えるような対策を講

じていく必要があります。 

⑥市民が安全で快適にスポーツ施設を利用できるように、適正な施設や設備の維持管理に努める必

要があります。 

⑦市民に誇りと喜び、夢と感動を与えるため、スポーツ競技力の向上を図る必要があります。 

⑧持続的なスポーツ発展のため、市民やスポーツ団体の現状やニーズを把握し、的確な支援を行う

必要があります。 

⑨スポーツ少年団や総合型地域スポーツクラブ16などの活動の充実、トップアスリートの養成、学

校部活動の民間との連携のため、優秀な指導者の確保と育成が必要です。 

  

                                                   
16 総合型地域スポーツクラブ：人々が身近な地域でスポーツに親しむことのできるスポーツクラブで、地域

住民により自主的かつ主体的に運営されるスポーツクラブのことです。 
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施 策 

 

１ スポーツを楽しむ取り組みを推進します 

①名水マラソンをはじめとするスポーツイベントの充実を図ります。 

②スポーツ教室などを開催し、誰もが親しめるスポーツ機会を提供して、市民の健康づくりを推

進します。 

③国民体育大会などで大野市で開催された競技を普及するため、継続して教室などを開催します。 

④スポーツを通じた共生社会を実現するため、障がい者や高齢者のスポーツ参加を推進します。 

⑤交流人口の拡大を目指し、スポーツツーリズム17を推進します。 

⑥年齢、興味・関心、能力などに応じて、市民が継続してスポーツに親しめるよう、総合型地域

スポーツクラブを支援します。 

⑦感染症がまん延している場合などにおいても、市民がスポーツに親しめるよう、オンラインを

活用したイベントなどを開催します。 

⑧市民が安全で快適にスポーツ施設を利用できるよう、民間の補助制度なども活用しながらスポ

ーツ施設の計画的な修繕を行います。 

 

２ 競技力の向上を支援します 

①トップアスリートを養成するため、全国大会などでの活躍が期待できる選手などを支援します。 

②レベルの高い技術に触れるための支援を行います。 

③スポーツ団体の主体的な活動の促進と組織の活性化につながるよう、現状や課題の把握に努め、

的確な支援を行います。 

④優秀な指導者を育成するため、指導者の資格取得を支援します。 

⑤（公財）日本スポーツ協会などが開催する各種スポーツ指導者養成事業の情報を提供するとと

もに、スポーツ協会やスポーツ少年団と連携し、指導者研修会を開催します。 

 

３ 子どものスポーツ活動の充実に取り組みます 

①スポーツ少年団や総合型地域スポーツクラブなどを充実し、競技種目数を維持していくため、

指導者の資格取得を支援するとともに、現状や課題の把握に努め、的確な支援を行います。 

②スポーツ少年団においては、スポーツ協会と連携して、指導者や育成母集団の研修機会を充実

します。 

③スポーツ少年団やジュニアクラブ、中学校部活動と高校部活動との合同練習の機会を設けるな

ど、小中高の連携を図ります。 

④学校部活動における地域スポーツクラブなどとの連携や、地域のスポーツ指導者の活用の促進

に努めます。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①年齢や体力・能力に合わせてスポーツを楽しみます。 

②スポーツをしている人を応援します。 

③名水マラソンやインターハイなどのスポーツ大会にボランティアとして参加します。 

 

 

                                                   
17 スポーツツーリズム：スポーツ観戦やスポーツイベント参加のための旅行やそれに伴う周辺観光など、ス

ポーツに関わるさまざまな旅行のことです。 
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成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

スポーツ指導者公認資格

の新規取得者数 

スポーツ指導者公認資格の新取得

者数の累計 
－ 40 人 

市民１人当たりの体育施

設利用回数 

市民１人当たりの体育施設（スポ

ーツ振興室所管）の利用回数 
7.66 9 回 

 

 

関連する個別計画 

・大野市スポーツ推進計画 

・教育に関する大綱 
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６：農業 

 

目指す姿 

 次世代技術を生かした農業の普及が進み、多様な担い手によって、活力ある農山村が引き継がれ

ているまち 

 

現 状 

 

①少子化や高齢化、若年層の農業や農山村への意識低下が進み、集落活動の維持が難しくなってい

ます。 

②経費の負担もあり、土地改良や農業施設の更新を希望する農家が少なくなってきています。 

③中山間地域等直接支払事業18や多面的機能支払交付金事業19による活動が、高齢化などにより実施

が困難な集落も出てきています。 

④耕作農地の分散や後継者不足などにより、経営規模の拡大が限界となってきているとともに、農

業用機械の更新費が負担となっています。 

⑤電気柵の普及によりイノシシの被害防止は一定の効果が出ていますが、サルやシカの被害が増加

しています。 

⑥道の駅「越前おおの 荒島の郷
さと

」の開駅により、農林産物などの新たな販路が加わります。 

⑦九頭竜川や真名川などの恵まれた河川環境を生かしてアユなど淡水魚の稚魚が放流されており、

県内外から多くの釣り客が訪れています。 

⑧「ふくいサーモン」の稚魚が、大野市内の養魚場で養殖されています。 

 

課 題 

 

①担い手や後継者不足による農地の荒廃や不耕作地の増加を防ぐため、スマート農業20などによる

省力化と、集落を超えた広域化や協業化を推進する必要があります。 

②農業の担い手への農地の集約と集積を行い、ほ場を大区画化し、効率的で安定した経営を図る必

要があります。 

③園芸作物の少量多品目の生産者の育成や、農家、非農家を問わず、誰もが農業に取り組む機会を

つくり新たな生産者を確保することで、園芸作物の生産振興を図る必要があります。 

④鳥獣害は生産意欲の減退につながることから、さらなる対策が必要です。 

⑤農林産物の安定した販売に向け、売れる作物の生産及び年間を通じた出荷への支援が必要です。 

⑥大野市で捕れるアユなどの淡水魚は、良質であるが知名度が低いことから、産地としてのＰＲを

実施する必要があります。 

  

                                                   
18 中山間地域等直接支払事業：一定以上の傾斜がある対象農用地において継続的な農業生産活動を行う農業

者に支援する事業です。 
19 多面的機能支払交付金事業：農地や水路などの基礎的な保全活動や質的向上を図る共同活動、水路や農道

などの施設の長寿命化に対して支援する事業です。 
20 スマート農業：情報通信技術(ICT)やロボット、ドローン、自動運転技術などを活用して農作業を省力化、

精密化し生産性を向上させる農業のことです。 
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施 策 

 

１ 魅力ある農業経営を実現します 

 ①地域農業を支える担い手が、安定した農業経営ができるよう支援します。 

②新規就農者や後継者の確保と育成に取り組むとともに、受け入れ体制づくりを支援します。 

③女性や高齢者など、誰もが生き生きと農業経営に参画できる環境を整備します。 

④スマート農業やデジタル技術の活用による次世代農業を促進します。 

 

２ 特色ある越前おおの産農林水産物の生産や販売を振興します 

 ①大野の気候や風土に合った、多様な農林水産物の生産を促進します。 

②農林水産物のブランド力の向上と販路拡大に取り組みます。 

③道の駅「越前おおの 荒島の郷
さと

」や道の駅「九頭竜」での販売、ふるさと納税の返礼品として

の活用など、多様な販売活動を促進します。 

④園芸作物や特産作物を生産する農業者の育成と支援に取り組みます。 

⑤アユなど淡水魚の稚魚の放流や養殖を促進します。 

 

３ 多様な人材の活躍による農山村の維持と活性化を目指します 

 ①若者や女性、非農家による活動など農山村を守る多様な仕組みをつくります。 

②各種支援制度により、誰もが農業を学び、ふれあえる環境を整備します。 

③電気柵や電気ネットを設置するなど、地域ぐるみの鳥獣害対策に対し支援します。 

 

４ 農地の適切な管理と有効利用を図ります 

 ①農業の担い手への農地の集約と集積を進めます。 

②各種支援制度により、農地の保全管理に取り組みます。 

③土地改良事業などにより、持続可能な農業基盤の整備に取り組みます。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①地元の安全安心な農産物を購入し、地産地消に取り組みます。 

②耕作していない農地を貸し出し、農業にチャレンジしやすい環境をつくります。 

③道の駅に自慢の農産物を出荷します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

担い手への集積率 
担い手が耕作している農地面積

の割合 
67.9 80 ％ 

耕作放棄地の面積 
毎年増加傾向にある耕作放棄地

の発生抑制 
3.0 3.6 以下 ha 

道の駅年間来場者

数 

道の駅「越前おおの 荒島の郷」

への年間来場者数 
－ 80 万人 
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関連する個別計画 

・越前おおの型 食・農業・農村ビジョン 

・大野市農業振興地域整備計画 

・越前おおのブランド戦略 
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７：林業 

 

目指す姿 

 豊かな森林資源を活用した林業により、資源の循環と森林の多面的機能が発揮されたまち 

 

現 状 

 

①木材の低価格化や林業従事者の高齢化により、後継者が不足しています。 

②森林所有者の山林への関心の低下とともに、森林の適正な維持管理が行われず、境界も不明確な

森林が増えてきていることから、間伐などの手入れが行き届かず荒廃した森林がみられます。 

③森林環境譲与税21が令和元年度から譲与され、森林整備や維持管理が行われていない民有林の経

営管理などに、市独自の取り組みができる仕組みが整いました。 

④木質バイオマス22発電所が安定して稼働しており、主燃料となる間伐材が計画以上に収集され、

森林所有者への利益還元が図られており、森林資源の好循環が確立しつつあります。 

⑤特用林産物23生産者の高齢化により、後継者が不足しています。 

 

課 題 

 

①森林経営管理法による森林所有者への意向調査を行い、その結果を生かして間伐や再造林などの

森林整備を進める必要があります。 

②林業従事者の確保や育成と、さらなる造林コストの低減のため、先進技術による林業の効率化を

図り、若者や女性に魅力ある産業にする必要があります。 

③木材を建材などの資材として利用した後、最終段階では燃料として利用するカスケード利用24を

推進する必要があります。 

④特用林産物の生産を振興するため、生産者の確保と生産技術を伝承していく必要があります。 

 

 

  

                                                   
21 森林環境譲与税：森林環境税は、令和６年度から国内に住所を有する個人に対して課税される国税であり、

市区町村において、個人住民税均等割と併せて１人年額 1,000 円が課税され、その税収は、全額が森林環境

譲与税として都道府県・市区町村へ令和元年度から譲与され、それぞれの地域の実情に応じて森林整備及び

その促進に関する事業を幅広く弾力的に実施するための財源として活用されます。 
22 木質バイオマス：「バイオマス」とは、生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉であり、「再生可能な、

生物由来の有機性資源（化石燃料は除く）」のことで、そのうち、木材からなるバイオマスのことを「木質

バイオマス」と呼びます。 
23 特用林産物：森林や原野から得られる産物のうち、一般木材を除いたものの総称で、代表的なものとして

は、シイタケ、エノキタケ、ブナシメジなどのキノコ類、樹実類（じゅじつるい）および山菜類、木炭、薪、

うるしや木ろう、竹材、桐材などがあります。 
24 カスケード利用：カスケード (英語 cascade) の意味は、階段状に水の落ちる小さな滝のことです。 木

材のカスケード利用とは、木材を建材等の資材として利用した後、ボードや紙等の利用を経て、最終段階で

は燃料として利用することです。 
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施 策 

 

１ 林産物の生産能力の向上を支援します 

 ①高性能林業機械の導入支援や、林道や作業道の整備により、森林施業の効率化を支援します。 

②特用林産物の生産振興や販路拡大を支援します。 

③公共施設などへの木材利用を推進するとともに、木材のカスケード利用を促進します。 

 

２ 山林を適切に管理します 

 ①森林環境譲与税を活用して間伐を促進するとともに、航空レーザーやドローンなどの先進技術

の活用により、山林のデータ化や山林境界の明確化を進め、林業の効率化を図ります。 

②山林の適正な管理を進めるため、木質バイオマス発電所などでの間伐材の活用促進に向けた支

援を行います。 

③シカの食害やクマ剥ぎなどの獣害への対策を強化します。 

④自然体験学習や環境教育などで、森林の多面的機能について、普及や啓発を行います。 

⑤水源涵養機能等の維持を図るため、森林の無秩序な開発を防止します。 

 

３ 林業従事者の確保と育成に取り組みます 

 ①若者や女性など新規就業者の研修に対し補助を行うなど、林業従事者の育成を支援します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①苗木育成の取り組みに参加します。 

②獣害を防止するため、山に実のなる木を植える活動に取り組みます。 

③木工体験への参加や木製品の購入などを通して、県産材を利用します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

林業作業士数の人

数 

林業作業士として農林水産大臣

が登録した者 
30 35 人 

森林間伐面積 市有林、私有林の間伐面積 118 130 ha 

 

関連する個別計画 

・大野市森林整備計画 
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８：商工業 

 

目指す姿 

 人の交流や物流が拡大し、多くの店舗や企業が活気で満ちたまち 

 

現 状 

 

①経営者の高齢化が進み、後継者不足により廃業する事業所が出てきています。 

②まちなかの整備や季節ごとのイベントの開催などにより、１０年前に比べ、まちなかへの観光入

込客数が増加しました。 

③商店街においては、空き家を活用した新規創業や既存店舗の改装などの取り組みが見られます。 

④まちなかでの若者による新たなイベントが企画運営され、商店街の活性化につながる機運が見ら

れます。 

⑤中部縦貫自動車道県内全線開通や北陸新幹線福井・敦賀開業による商圏の拡大が見込まれていま

す。 

⑥インターネットを活用した商品の情報発信や販路拡大の取り組み、キャッシュレス25化は、まだ

十分に普及していません。 

⑦商業統計調査や工業統計調査によると、地域経済を牽引しているのは、商業では飲食料品小売業、

工業では電子・デバイス産業、次いで、金属・繊維産業となっています。 

⑧豪雨などの自然災害や新型コロナウイルス感染症の拡大など、予測不能な事態が全国的に発生し

ており、企業の生産体制などに影響を及ぼしています。 

 

課 題 

 

①経営者の高齢化や後継者不足による個店の廃業などによって、縮小する商業活動に対する支援が

必要です。 

②地域資源を生かした魅力ある商業活動を創造するとともに、大野市を訪れる人の滞在時間を延ば

すなど、市内での消費額を増加させる取り組みが必要です。 

③インターネットの活用などによる情報発信や販路拡大、キャッシュレス化を促進する取り組みが

必要です。 

④創業や企業誘致によって市内事業所数の増加を図りながら、市内事業所が有する技術を生かし、

時代に即した新たな産業分野への進出を促進する必要があります。 

⑤大規模災害や予測不能な事態に備えた事業継続体制づくりを行う必要があります。 

  

                                                   
25 キャッシュレス：支払いや受け取りに紙幣や硬貨といった現金を使用せず、クレジットカードや電子マネ

ー、口座振替などを利用して決済する方法のことです。 



29 

 

施 策 

 

１ 事業者の経営課題に対し総合的に支援します 

 ①新たな創業や、事業承継を支援します。 

②市民や観光客が手に取りたくなる「大野ならでは」の商品づくりと、インターネットを活用し

た情報発信や販路拡大を支援します。 

③飲食店での地元農林水産物を活用した「大野ならでは」の食べ物の提供を促進します。 

④国や県、関係団体と連携し、中小企業や小規模事業者が行うキャッシュレス化やＷｉ-Ｆｉ26環

境の整備を含めたデジタル化やＩＣＴ活用などに支援します。 

⑤事業所の市内への立地や事業の拡大に対し支援するとともに、産業団地に企業を誘致します。 

⑥国や県の支援施策を積極的に活用し、高い技術やノウハウを活用した顧客ニーズの高い製品の

開発や製造を行う企業を支援するとともに、ＡＩ（人工知能）やロボットなど先端技術の導入

を促進します。 

⑦事業所の事業継続力強化を促進し、大規模災害などが頻繁に起こる時代に対応できるようにし

ます。 

 

２ まちなかの賑わいを創出します 

 ①店舗や商店街などの創意工夫による販売促進、イベント、賑わいづくりの取り組みなどに支援

します。 

②市街地の空き家や空き店舗の活用による賑わいづくりに支援します。 

③七間朝市をはじめとしたまちなか活性化に向けた取り組みに支援します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①地元のお店を積極的に利用し、ＳＮＳなどで紹介します。 

②ものづくりの楽しさを教えます。 

③企業においては、大学や研究機関と積極的に連携し、新しい技術や製品を開発します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

創業者数 市の支援策による創業累積件数 ― 10 件 

まちなかの観光入

込客数 

大野市を訪れる観光客の総数の

うち、まちなかへの年間入込客

数 

82.9 125 万人 

 

関連する個別計画 

・越前おおのブランド戦略 

・大野市認定創業支援等事業計画 

                                                   
26 Ｗｉ-Ｆｉ：「ワイファイ」と読み、パソコンやスマートフォンなどを無線でネットワークに接続する技術

のことです。 
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９：観光業 

 

目指す姿 

 県内外や国外から多くの観光客が訪れ、まちが賑わい、経済活力にあふれるまち 

 

現 状 

 

①中部縦貫自動車道永平寺大野道路開通や北陸新幹線金沢開業など高速交通ネットワークが順次

形成され、誘客拡大のチャンスを迎えています。 

②「天空の城 越前大野城」のＰＲや「化石発掘体験センターＨＯＲＯＳＳＡ！」など新たな観光

施設の整備を行ったほか、民間事業者が地域資源を活用し、「星空ハンモック」をはじめとする

観光体験メニューを提供するなど、観光の魅力向上や誘客推進への取り組みが進んでいます。 

③女性を主なターゲットとした観光資源の磨き上げに取り組んでいます。 

④これまで行政主導による観光施策を進めてきたことから、民間が観光を牽引し、地域経済を潤す

までに至っていません。 

⑤外国人観光客の受け入れ環境を整えるため、パンフレットの多言語化やフリーＷｉ-Ｆｉスポッ

ト27の設置、トイレの洋式化などの整備に取り組んでいます。 

⑥過去５年の観光入込客数は２００万人前後で推移していますが、宿泊者数は観光入込客数の５％

前後と少なく、滞在時間も短いため、一人当たりの観光消費額は低い水準となっています。 

⑦新型コロナウイルス感染症が拡大してからは、外出の自粛やイベントの開催が困難になるなどの

影響により、観光客が減少しています。 

 

課 題 

 

①市内の観光は日帰りが中心で、観光消費額が低いことから、大野ならではの体験プログラムや土

産品の開発など、観光消費額を増加させる仕掛けづくりが必要です。 

②ターゲットに合わせた観光資源の効果的なＰＲを行うとともに、個々の観光資源を線で繋げる仕

掛けが必要です。 

③外国人観光客の受け入れ環境を整え、誘客に向けたＰＲが必要です。 

④北陸新幹線福井・敦賀開業を控え、公共交通により市内を訪れる観光客のために、二次交通の充

実や宿泊施設の整備が必要です。 

⑤老朽化している観光施設が多いため、施設の再編を行い、経費の削減と施設の魅力向上を図る必

要があります。 

⑥観光による地域の「稼ぐ力」を引き出す取り組みを牽引するかじ取り役が必要です。 

 

 

  

                                                   
27 フリーＷｉ-Ｆｉスポット：Wi-Fiを利用してインターネットに接続できる環境を開放しているエリアサー

ビスのことです。 誰でも無料で利用できます。 
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施 策 

 

１ 魅力ある地域資源を磨き上げ、観光資源として活用します 

①歴史や文化、伝統、自然環境、食を利用した観光体験を継続して開発し、磨き上げを行うとと

もに、新たな観光資源を掘り起こし、さまざまな資源を生かした観光を推進します。 

②民間事業者と連携し、道の駅を活用したアウトドアスポーツやレジャーを推進します。 

③市民が企画するイベントに支援するなど、市民主体の観光を推進します。 

④新たな土産品や食メニューの開発を支援します。 

⑤既存の観光施設の再編を行い、経費の削減を進めながら、施設の魅力向上を図ります。 

 

２ 観光客の来訪や満足度を高める取り組みを推進します 

 ①リピーターを獲得するため、店舗や宿泊施設、観光施設の「おもてなし」の向上に取り組みま

す。 

②特産品や名物が食べられる店舗や機会を充実します。 

③道の駅「越前おおの 荒島の郷
さと

」や道の駅「九頭竜」と市内の観光資源を繋ぐことによる、市

内での回遊性向上と、近隣自治体と連携した周遊滞在型観光を推進します。 

④パンフレットなどの多言語化やフリーＷｉ-Ｆｉスポットの整備、トイレの洋式化など、外国

人観光客の受け入れ環境を充実します。 

⑤新たな宿泊施設の創業支援をはじめ、宿泊環境の充実に取り組みます。 

⑥観光による地域の「稼ぐ力」を向上させるため、観光地域づくり法人（ＤＭＯ28）設立の可能

性や観光協会の機能強化などについて検討し、実現に向けて取り組みます。 

⑦他市町や各交通事業者と連携して MaaS29の導入を検討します。 

 

３ 観光営業活動の強化と情報発信を充実します 

 ①ターゲットに合わせた戦略的な情報発信を行います。 

②旅行会社との商談や出向宣伝、広告などのプロモーションの機会を活用し、営業や宣伝活動を

行います。特に、中部縦貫自動車道県内全線開通を見据えた中京圏や、北陸新幹線福井・敦賀

開業を見据えた首都圏での活動を強化します。 

 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①一人一人がおもてなしの心で観光客に接します。 

②一人一人が「私のおすすめ」を持ち、クチコミやＳＮＳなどで伝えます。 

③お店ならではの「コレ」という商品やサービスを提供します。  

                                                   
28 ＤＭＯ：Destination Management／Marketing Organization の略で、官民の幅広い連携によって観光地域

づくりを推進する法人のことです。 
29 MaaS：出発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手段を切れ目なく一つのアプリで提供する

など、移動を単なる手段としてではなく、利用者にとって一元的なサービスとして捉える概念のことです。 
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成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

観光消費額 
日帰り観光客１人当たりの消費

額 
2,945 5,000 円 

宿泊者数 １年の宿泊者数（１月～１２月） 86,100 130,000 人 

観光入込客数 観光客の延べ人数（暦年） 199 330 万人 

道の駅年間来場者

数（再掲） 

道の駅「越前おおの 荒島の郷」

への年間来場者数 
－ 80 万人 

 

関連する個別計画 

・越前おおの観光戦略ビジョン 

・越前おおのブランド戦略 
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１０：働く環境 

 

目指す姿 

 新たな魅力ある企業の立地や市内企業の働きやすい環境整備により、若者や子育て世代をはじ

め、市民が生き生きと働くまち 

 

現 状 

 

①人口減少に加え、進学を機に市外で就職する若者が多く、人材の市外流出により人手不足となっ

ています。 

②賃金などの待遇だけでなく、ワーク・ライフ・バランス30のとれた、働きやすい職場環境が重視

される傾向にあります。 

③求人が求職を上回る状態が続いていますが、求人側と求職者側のニーズが一致しない雇用のミス

マッチがあります。 

④福井県の女性労働力率や共働き率は、全国トップクラスであり、大野市も高い水準にあります。 

⑤新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、オンラインやリモートなどの活用が拡大し、働き

方が変化しています。 

 

課 題 

 

①人材の確保と定着のために、ワーク・ライフ・バランスの実現や、多様な働き方ができる職場環

境づくり、企業側の積極的な情報提供が求められています。 

②高齢者や外国人労働者を含め、多様な人材を確保する必要があります。 

③オンラインやリモートを活用した働く環境を充実し、ＰＲをする必要があります。 

④市内での就職を促進するために、若者に魅力ある企業を誘致し、雇用の場を創出することが求め

られています。 

 

  

                                                   
30 ワーク・ライフ・バランス：「国民一人一人がやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果た

すとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生

き方が選択・実現できる」ことです。 
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施 策 

 

１ 企業の魅力や生産性、労働環境の向上とともに、多様な人材の就業を支援します 

 ①働く人の地元定着に繋げるため、誰もが働きやすい職場環境づくりを促進するとともに、市内

企業の魅力を子どもたちや就職を検討する若者へ発信します。 

②将来の結婚や子育てに希望が持てるよう、県や企業などと連携し、若い世代の結婚への応援や

働きながら子育てがしやすい環境づくりを進めます。（再掲） 

③多様な人材を確保するため、ハローワークや関係団体と連携して取り組みます。 

 ④県や（公社）大野市シルバー人材センターなどと協力して、高齢者の活躍の場を創出し、シル

バー世代の就業を促進します。 

 ⑤外国人労働者を雇用する企業などに支援します。 

 ⑥市内企業の価値や魅力の向上とＰＲのため、国や県の認定取得を支援します。 

 ⑦大野市に暮らしながら都会と同じ仕事ができる環境づくりを促進するため、サテライトオフィ

ス31やコワーキングスペース32などの整備を支援し、ＰＲします。 

 

２ 企業誘致を進めるとともに新たな産業を育成します 

 ①中部縦貫自動車道県内全線開通による福井県の東の玄関口としての立地特性を生かし、さまざ

まな分野の企業を対象に誘致活動を展開することで、産業団地に魅力ある企業を誘致します。 

②新たな産業を創造するため、ＩＣＴ関連企業の誘致を進めるとともに、起業家を育成します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、働きやすい環境づくりに取り組みます。 

②子どもたちに市内企業の魅力を伝え、地元就職への選択肢を広げます。 

③学生などのインターンシップに協力します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

国・県の働き方改

革関係制度認定企

業数 

国・県の働き方改革関係制度認

定企業累計数 
― 10 社 

工場新設等に伴う

雇用創出数 

企業が大野市民を雇用した累計

数 
71 127 人 

 

 

 

  

                                                   
31 サテライトオフィス：企業の本社から離れた場所に設置された事務所のことです。 
32 コワーキングスペース：事務所や会議室、打ち合わせ場所などを共有し、共有者同士が互いに刺激し合い

ながら、独立した仕事を行えるよう設置された空間のことです。 
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１１：自然環境・ごみ 

 

目指す姿 

 市民が誇る豊かで美しい自然環境が維持され、循環型社会が形成されたまち 

 

現 状 

 

①近年、地球温暖化が原因と思われる自然災害の発生が各地で増加しており、平均気温上昇を抑え

る取り組みが世界的に求められています。 

②河川や用排水路、道路、公園などの施設周辺は、地域住民が実施する清掃奉仕などにより環境の

美化が進められていますが、高齢化が進む地域などでは活動の継続が困難な状況となっています。 

④公害防止のため監視体制を強化していますが、違法な野外焼却や不法投棄が後を絶ちません。 

⑤一人１日当たりのごみ排出量が下げ止まり状態となっている中、国のプラスチック資源循環戦略
33に基づく脱プラスチック34など、さらなる廃棄物排出抑制が求められています。 

⑥資源ごみのステーション収集により、大野市の資源化率は全国平均と比べ高水準を維持していま

すが、情報の電子化による出版物の減少や、資源ごみである容器包装の軽量化などにより、近年

は下降傾向にあります。 

 

課 題 

 

①全世界で取り組まなければならない地球温暖化対策について、市民の意識を高める必要がありま

す。 

②草刈りや清掃活動への若い世代の参加意識を高めるとともに、日常の中で取り組める環境美化活

動について啓発する必要があります。 

③違法な野外焼却や不法投棄に対し、継続して対策をとる必要があります。 

④国や県、市民と連携し、脱プラスチックに向けた取り組みを行う必要があります。 

⑤ごみステーションから収集した燃やせるごみの中に、リサイクル可能な紙製容器包装が含まれて

いることがあるため、市民のリサイクル意識の向上を図る必要があります。 

⑥食べ残しや消費期限・賞味期限が切れてしまった手つかずの未利用食品、過剰な野菜くずなど、

食品ロスの削減に向けた周知啓発が必要です。 

⑦ごみ処理に要する費用の削減に取り組む必要があります。 

 

 

  

                                                   
33 プラスチック資源循環戦略：資源・廃棄物制約、海洋プラスチックごみ問題、地球温暖化、アジア各国に

よる廃棄物の輸入規制等の幅広い課題に対応するため、３Ｒ＋Renewable（再生可能資源への代替）を基本

原則としたプラスチックの資源循環を総合的に推進するため、令和元年５月に国が策定した戦略です。 
34 脱プラスチック：「プラスチック製品をできるだけ作らない・使わない」「作る場合にはリサイクルするこ

とを前提に作る」という行動のことです。リデュース（Reduce）、繰り返し使うリユース（Reuse）、再利用

するリサイクル（Recycle）の３R＋Renewable（再生可能資源への代替）という考え方をベースにしていま

す。 
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施 策 

 

１ 低炭素社会35の実現を目指します 

①水力発電など再生可能エネルギーを活用し、自然環境と開発が調和した社会を促進します。 

②県民運動「ＬＯＶＥ・アース・ふくい36」を拡大し、地球温暖化などの気候変動に適応した生

活様式への移行について普及啓発します。 

 

２ 環境の美化と環境教育を推進します 

①関係機関が連携し、豊かな自然を活用した体験型の環境教育や啓発活動を推進します。 

②地域の草刈りや清掃活動などを促進するとともに、県と共同で行う「スポーツＧＯＭＩ拾い大

会」などの活動を通して、市民が楽しみながら参加できる環境美化活動を強化します。 

③官民協働による環境パトロールにより、不法投棄の早期発見と早期撤去に努め、監視カメラ設

置による再発防止など不法投棄対策を実施します。 

 

３ ごみの減量化と資源化を推進します 

①ごみ分別を促進するため、各種講座を開催するとともに、市民による資源ごみ回収に対し、継

続して支援します。 

②市内量販店などと連携した資源ごみ回収や市民の集団回収など、官民協働によるリサイクルを

促進します。 

③飲食店などに食べきり運動への協力を求め、食品ロスの削減を促進します。 

④マイバッグやマイボトル運動などの啓発により、脱プラスチックを促進します。 

⑤家庭ごみを減量化するため、処理費用の個人負担について検討をします。 

 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①ごみの減量やごみ拾い、清掃活動など、楽しみながら取り組みます。 

②河川や道端に「ごみを捨てない、捨てさせない」意識を持ちます。 

③地球温暖化の現状を理解し、地球環境に配慮したエコライフに取り組みます。 

④必要のないものは買わずに、ごみの量を減らします。 

⑤エコマーク付き商品など、環境に配慮した商品を買います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
35 低炭素社会：二酸化炭素の排出が少ない社会のことです。革新的な技術開発、産業構造や社会システムお

よび生活様式の変革などにより、温室効果ガスの排出量の削減や吸収作用の強化などが行われ、持続的な発

展が可能となる社会のことです。 
36 ＬＯＶＥ・アース・ふくい：「地球温暖化ストップ県民運動」のことで、福井県では、日常生活（Life）、

事業活動（Office）、自動車利用（Vehicle）、環境教育（Education）の各分野において、地球温暖化防止の

活動の輪を広げる運動を展開しています。 
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成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

水質基準を達成した河

川の数 

市が実施する 11 河川の水質検査

結果において、環境基本計画で設

定した水質基準を満たした河川

数 

11 11 河川 

１人１日当たりのごみ

の排出量 

市民１人１日当たりのごみ排出

量 
950 

※目標値は第三期

環境基本計画（令和

3 年度～12年度）に

定める 

g/人

日 

ごみの資源化率 

ペットボトルや空缶、紙類な

どの分別収集や集団回収によ

り一般廃棄物を資源化した率 

21.9 
 

同上 
％ 

 

 

関連する個別計画 

・大野市環境基本計画 

・大野市水循環基本計画 
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１２：水環境 

 

目指す姿 

 恵まれた水環境や地域固有の水文化が継承され、人と水との豊かなかかわりが実現されたまち 

 

現 状 

 

①地球温暖化により、局所的なゲリラ豪雨の増加や降雪量の減少など、気候の変動が見られます。 

②大野市では、地下水位観測や水質調査による地下水状況の監視を行い、地下水保全の取り組みを

実施しています。 

③地域の多様な主体の参画の下、湧水文化再生37に向けた施策の展開や情報共有を図っています。 

④大野市の水環境を象徴するイトヨの保護とその水環境の保全のため、本願清水イトヨの里を拠点

に総合的な学習支援や啓発活動を行っています。 

⑤御清水や本願清水、中野清水などの湧水を守るため、地域住民による湧水地の清掃活動が行われ

ています。 

⑥水に関する学習研究施設「越前おおの水のがっこう」において、市民向け講座や子供向け講座を

開催しています。 

⑦降雪期に地下水を融雪のため利用する家庭や事業所などが見受けられます。 

⑧大野市汚水処理施設整備構想に基づき、公共下水道をはじめとした汚水処理を進めています。 

⑨水洗化率38はわずかに上昇傾向にありますが、汚水処理に対する市民の意識が低く、公共下水道

への加入や合併処理浄化槽への転換が進んでいません。 

 

課 題 

 

①地下水と地表水は、水循環39において一連の流れの中でつながっていることから、これまでの地

下水保全の取り組みをさらに一歩進めて、水循環系全体の健全化に向けた取り組みが必要です。 

②水循環の重要性についての理解と関心を深め認知度を向上させるため、幅広い世代を対象とした

学習機会の創出や行事の開催などが必要です。 

③これまでに蓄積した水に関する調査の結果や成果について、資料やデータの整理集積を行い、活

用する必要があります。 

④水への恩返し事業40を通じて得られた成果を市民らに広く周知し、市民の水に対する自信と誇り

の醸成を図る必要があります。 

⑤気候変動が水循環に与える影響を調査研究するとともに、気候変動の影響を踏まえた対策を検討

する必要があります。 

                                                   
37 湧水文化再生：大野市には多くの湧水池があり、市民は昔から地下水と密接に関わり、特有の湧水文化と

伝統を育み今日に至っており、市民一人一人が誇りと愛着を持って、先人から受け継いだ湧水文化と伝統を

後世に引き継いでいく必要があります。湧水文化再生に向けては、必要な水源の確保を図りながら、長期的

展望に立った地下水の収支バランスを改善していくことが必要です。 
38 水洗化率：公共下水道、農業集落排水処理施設、浄化槽について、それぞれの区域内の人口に対する、加

入人口及び設置人口の割合のことです。 
39 水循環：水が、蒸発、降下、流下又は浸透により海域等に至る過程で、地表水又は地下水として河川の流

域を循環することです。 
40 水への恩返し事業：水の恩恵を受けている私たちが、水への感謝の思いを伝えることで、恵まれた水があ

ることと、その環境に育まれてきたことに改めて気付き、誇りに感じてもらうことを目的とした事業です。 
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⑥水環境の保全のため、イトヨが生息できる湧水地を保全していく必要があります。 

⑦健全な水循環を形成するため、汚水処理を進め、生活雑排水による市内排水路の水質汚濁を改善

し、九頭竜川の上流に住む者としての責務を果たす必要があります。 

 

施 策 

 

１ 流域マネジメント41を推進します 

①森林や農地の保全、河川などの環境改善により、貯留・涵養42機能を維持・向上させます。 

②水資源の保全と利用の調和を図るための指針を作成するなど、水資源の適正かつ有効な利用を

促進します。 

③水を活用した地域振興や水を通じた地域産品のブランド化など、健全な水循環を通じた地域活

性化を推進します。 

④新たな水利権の獲得について調査研究します。 

 

２ 水循環に関わる人材の育成と水文化の継承を推進します 

①「越前おおの水のがっこう」における水に関する講座の開催や小中学校への出張授業の実施な

ど、健全な水循環に関する教育や人材育成を進めます。 

②水に関する資料や水文化などの保存や継承と、新たな水文化の創出を進めます。 

③イトヨの保護を通じて環境教育を推進します。 

 

３ 気候変動や地下水障害43への対応に取組みます 

①大学などの研究機関とともに、気候変動が水循環に与える影響の調査研究と適応策の検討を行

います。 

②地下水位の観測など地下水の監視を継続的に行い、地下水障害の防止と対策を進めます。 

 

４ 河川や地下水の水質保全に取り組みます 

①計画的に公共下水道の整備を進め、加入を促進します。 

②農業集落排水処理施設を適正に維持管理するとともに、効率的な施設運営を検討します。 

③合併処理浄化槽の整備と適正な維持管理を促進します。 

④河川や地下水などの水質検査を実施します。 

 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①県内の河川流域の上流に住む者として責任を自覚します。 

②節水に取り組みます。 

③大切な森林や農地を守ります。 

 

 

                                                   
41 流域マネジメント：流域において、１つの管理者だけでなく、関係する行政や有識者、事業者、団体、住

民など、さまざまな主体が連携して生活や水環境を良好な状態を保ち、改善するために活動することをいい

ます。 
42 貯留・涵養：降雨、河川水、かんがい水など地表の水が貯まること、また、地下の帯水層に浸透して地下

水になることです。 
43 地下水障害：井戸枯れや地下水汚染、地盤沈下などのことです。 
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成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

保全目標水位44に対する超

過日数（過去１０年の平均） 

基準観測井（春日公園）におけ

る保全目標水位 5.5ⅿを超過し

た日数の過去１０年間の平均値 

45 36 日 

地下水質の水道法に定める

飲料水水質適合基準との適

合率 

水質調査した井戸のうち、水道

法に定める飲料水水質適合基準

に適合した井戸の割合 

97.6 100 ％ 

水洗化率 
処理区域内の水洗化率 

44.1 52.4 ％ 

 

関連する個別計画 

・大野市水循環基本計画 

・大野市汚水処理施設整備構想 

・生活排水処理基本計画 

 

 

 

 

  

                                                   
44 保全目標水位：地下水を保全していくための目標で、地表面から地下水面までの深さである「地下水位」

で表します。 
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１３：生活環境 

 

目指す姿 

 大野らしい景観が守られ、快適に暮らすことができる生活環境が整ったまち 

 

現 状 

 

①平成１８年に景観行政団体45となり、大野市景観計画に基づく景観形成とまちづくりを積極的に進

めてきましたが、住宅の郊外化や人口減少による空洞化が進み、中心市街地に空き家が増えるな

ど、街並みが途切れた状態になっています。 

②七間通りや寺町通り、石灯篭通りといったまちなか観光ルートにおいて、電柱や電線が景観を阻

害しています。 

③都市公園は、昭和４０年代から５０年代に整備された公園が半数以上を占め、施設の老朽化が進

行しています。 

④住宅の確保に配慮が必要な高齢者や障がい者に向けた低家賃低層階の住宅が少なく、ニーズが多

いにも関わらず提供できない状態です。 

⑤大野市では地震が少ないことに加え、高齢世帯においては後継者がいないことや経済的な負担が

大きいことから、住宅の耐震改修工事に消極的であり耐震化が遅れています。 

⑥上水道や簡易水道は、施設の統合や経営統合などを踏まえ、計画的に事業を進めていますが、人

口減少により料金収入が減少しています。 

⑦公共下水道は、計画的に整備や改良を進めていますが、加入率は低迷しています。 

⑧農業集落排水処理施設は、老朽化した施設の維持管理経費が増大し、人口減少により料金収入は

減少しています。 

 

課 題 

 

①住宅の郊外化や空洞化が進む市街地においても、景観に配慮した住みやすいまちづくりが必要で

す。 

②景観形成地区46における景観向上の継続・促進や良好な景観を保全するための屋外広告物の改善

とデザインコントロール47、まちなか観光ルートにおける無電柱化が必要です。 

③公園については、施設の適正化、長寿命化を図り、維持管理費を削減する必要があります。 

④市営住宅の計画的な長寿命化と適切な管理が必要です。 

⑤住宅の耐震化の必要性について、市民意識を高める必要があります。 

⑥上水道や簡易水道は、人口減少や施設の老朽化などに対応した、効率的で持続可能な施設の維持

管理や施設更新、料金改定、加入促進などによる安定した経営基盤が必要です。 

                                                   
45 景観行政団体：景観法に基づき、良好な景観の保全・形成を図るなど、景観行政を担う自治体のことです。 

景観行政団体は、景観法に基づき「景観計画」を策定することができます。 
46 景観形成地区：重点的に良好な景観形成を図る必要があると認める地区を景観形成地区に指定しています。

現在、指定している地区は、七間通り、五番通り、寺町通りの 3地区です。景観形成地区で建築物や工作物

の建築等を行うときは、景観法及び大野市景観条例に基づく届出が必要です。 
47 デザインコントロール：地域の特性にふさわしい良好な景観形成を図るため、広告物の形状や材質、色彩

などについて助言や指導を行うことです。 
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⑦公共下水道の整備を計画的に進めるとともに、加入促進を通じて下水道の重要性を啓発する必要

があります。 

⑧農業集落排水処理施設についても、効率的で持続可能な施設の維持管理や施設更新、料金改定な

どによる安定した経営基盤が必要です。 

 

施 策 

 

１ 景観に配慮したまちをつくります 

①中部縦貫自動車道県内全線開通、北陸新幹線福井・敦賀開業など、社会情勢の変化を見据え、

大野市都市マスタープランを改訂し、新たに必要とされる土地利用の誘導や都市施設整備など

によるコンパクト・プラス・ネットワーク48のまちづくりを進めます。 

②市街地への転入者などに対して、住宅取得や家賃の助成などの居住支援を行います。 

③景観形成地区（３地区）では、重点的に町家などの外観修景に補助することで、住民とともに

まちづくりを推進し、まちなかの景観保全と形成を行います。 

④屋外広告物に対する指導の徹底や助言を行い、不適格となる屋外広告物の改善や除却に対して

経費の一部を助成します。 

⑤まちなか観光ルートなどの無電柱化を推進します。 

⑥地域住民と話し合いながら都市公園施設の適正化と長寿命化を推進します。 

 

２ 安全で快適な住宅環境を整備します 

①生活援助などのサービスが付いた高齢者向けの地域優良賃貸住宅を供給する民間事業者に対

し、家賃低廉化に要する経費の一部を助成し、快適な住環境の確保に支援します。 

②住宅の耐震診断や耐震改修、ブロック塀の除却などへの支援策を充実させるとともに、耐震化

の重要性や支援策を市民に伝え、安全な住環境整備を促します。 

③中挾団地や国時団地の長寿命化に向け、施設や設備の改善を計画的に行います。 

 

３ 上下水道基盤を整備し適切な維持管理を行います 

①上水道や簡易水道は、施設規模を適正化し、老朽化した施設を計画的に更新するとともに、上

水道と簡易水道の施設や経営の統合を進め、経営基盤を強化します。 

②公共下水道は整備を継続し、未普及地を解消するとともに、供用開始区域における加入を促進

します。 

③農業集落排水処理施設は、効率的で持続可能な施設の維持管理や施設の更新を行います。 

④公共下水道と農業集落排水処理施設は、人口減少社会に対応した施設機能を維持するため、共

同化の検討を行います。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①住宅などの安全性や耐震性を確認して高めます。 

②自宅や集会場などの周辺に花を植える活動など、景観づくりに参加します。 

③地域の清掃活動に参加します。 

  

                                                   
48 コンパクト・プラス・ネットワーク：人口減少や高齢化が進む中で、地域の活力を維持するとともに、医

療・福祉・商業などの生活機能を確保し、高齢者が安心して暮らせるよう、地域公共交通と連携して進める

コンパクトなまちづくりのことです。 
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成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

住宅の耐震化率 
人が居住している住宅数に対する

耐震性を有する住宅数の割合 
71.9 

※今年度末改訂

の耐震改修促進

計画の目標 

％ 

上水道有収率49 
給水する水量と料金として収入の

あった水量との比率 
70 73 ％ 

 

 

関連する個別計画 

・大野市立地適正化計画 

・大野市都市マスタープラン 

・大野市景観計画 

・大野市建築物耐震改修促進計画 

・大野市公営住宅等長寿命化計画 

・大野市営水道事業基本計画 

・大野市汚水処理施設整備構想 

・大野市公共下水道基本計画 

・生活排水処理基本計画 

・公営企業の経営戦略 

 

 

 

  

                                                   
49 上水道有収率:つくった水道水が、どの程度みなさんに届けられているかを示す割合が有収率であり、こ

の値が高いほど無駄なく水道水を供給できているということになります。 
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１４：消防・減災 

 

目指す姿 

 災害に強い強靭なまちづくりが進み、緊急時の情報伝達や消防・救急の体制が充実したまち 

 

現 状 

 

①気候変動により、全国では大雨による河川の氾濫や土砂災害がひん発し、激甚化しています。 

②市内の赤根川や清滝川の河川改修事業が進んでいません。 

③災害時に備え、水道管路のループ化や拠点避難所などへの上水道整備、管路の耐震化など、計画

的に施設整備や改良を行っています。 

④消防に必要な水利が十分でない箇所については、耐震性防火水槽を計画的に整備しています。 

⑤消防体制の強化を図るため、消防車両を計画的に更新整備しています。 

⑥消防緊急通信指令システム50の適正な維持管理により、災害状況の早期把握、消防活動への情報

伝達が迅速に行われ、情報支援体制が確立されています。 

⑦火事や事故、自然災害などの発生時に迅速かつ的確に消防活動が行えるよう、消防・救急体制を

確立しています。 

 

 

課 題 

 

①緊急時の情報伝達の強化や災害時の資機材の備蓄を整備する必要があります。 

②市街地において耐震性防火水槽を整備する必要があります。 

③消防車両の適正な維持管理と、老朽化した消防車両の計画的な更新整備を進める必要があります。 

④防災の観点からも赤根川と清滝川の河川改修が必要です。 

⑤水害リスクの増大に備えるため、流域全体で水害を軽減させる流域治水を進める必要があります。 

⑥土砂災害対策事業を促進する必要があります。 

⑦災害により発生する災害廃棄物の処理を適正かつ迅速に行い、市民の生活環境の保全と速やかな

復旧と復興を果たすため、県の計画との整合性を図りながら災害廃棄物処理計画を策定する必要

があります。 

 

  

                                                   
50 消防緊急通信指令システム：１１９番通報から災害活動終了までの、あらゆる緊急業務全てをコンピュー

ターによって制御するシステムです。 
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施 策 

 

１ 災害に備えた体制を整備します 

①緊急時にただちに初動体制がとれるよう、市民や関係機関への情報伝達体制の充実を図ります。 

②災害時の資機材や避難所の設備などについては、感染症対策を考慮した上で整備します。 

③国、県、流域市町、関係機関等と協働して、九頭竜川水系の流域全体で水害を軽減させる流域

治水に取り組みます。 

④赤根川の河川改修について、早期に事業着手するよう県に要望していきます。 

⑤清滝川の河川改修や河川の浚渫
しゅんせつ

など、総合的な治水対策を県に要望していきます。 

⑥土砂災害対策の推進を県へ要望していきます。 

⑦水道の基幹施設の更新と耐震化を計画的に進めます。 

⑧災害廃棄物処理計画を策定し、大規模災害発生時の災害廃棄物を適正に処理します。 

 

２ 消防・救急体制を強化します 

①消防水利51対策として、確実な水源となる耐震性防火水槽の整備を進めます。 

②火事や事故、自然災害などに対応するため、消防車両の更新整備を進めます。 

③消防活動の根幹となる消防緊急通信指令システムを適正に維持管理します。 

④高度な知識や技術を習得するため、職員を各種教育研修に派遣します。 

⑤応急手当や予防救急を含めた市民に対する普通救命講習を推進します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①適切な応急手当が行えるよう普通救命講習を受講します。 

②いざという時に備え、避難経路や情報の入手方法などを確認します。 

③新しいハザードマップを家族で確認し、災害に備えます。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

消防水利の充足率 
消防水利が足りているエリアの割

合 

58.4 65 ％ 

防災メール登録者数 防災メール登録者数（累計） 
1,471 3,000 人 

普通救命講習の受講率 
生産年齢人口に対する普通救命受

講者の割合 
37 40.0 ％ 

 

関連する個別計画 

・大野市国土強靭化地域計画 

・大野市地域防災計画 

・大野市水防計画 

                                                   
51 消防水利：消防活動を行う際の水利施設であり、市町村が消防の目的で設置し、維持管理する消火栓、防

火水槽などのことです。 
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１５：道路 

 

目指す姿 

 生活や産業の基盤となる安全な道路と広域ネットワークが整備され、通勤圏や市場が拡大し、 

交流人口の増加により賑わうまち 

 

現 状 

 

①中部縦貫自動車道永平寺大野道路が平成２９年７月に全線開通しました。 

②大野油坂道路の大野ＩＣ～和泉ＩＣ（仮称）間が令和４年度に開通する見通しとなり、着実に工

事が進められているとともに、和泉・油坂区間も早期開通に向けて工事が進められています。 

③国道１５８号境寺・計石バイパスは、事業用地の取得が進められている中、用地取得が完了した

箇所では工事に着手しています。 

④市内の中挾から中保までを結ぶ一般県道皿谷大野線は、令和２年度に事業化され、令和１０年度

の完成が予定されています。 

⑤全国で児童や未就学児らが死傷する痛ましい交通事故が起こり、通学路や園外活動路（散歩道）

の安全対策が望まれています。 

⑥橋梁や道路舗装、消雪施設などの老朽化が進んでいます。 

⑦除雪業においては、担い手不足や除雪機械オペレーターの不足が顕在化しています。 

⑧降積雪量が予測困難な状況のなか、安定した除雪業務収入が見込めず、除雪機械の計画的更新や

除雪機械オペレーターの安定雇用が困難な状況です。 

 

課 題 

 

①中部縦貫自動車道の早期県内全線開通に向けて、整備促進と関係機関の予算確保が必要です。 

②国道１５８号境寺・計石バイパスは、通勤や物流、防災、救急救命のうえで重要な道路であるた

め、事業用地の速やかな取得と、着実に整備を促進することが重要です。  

③子ども達が安全に通学や活動ができるように、通学路や園外活動路の安全確保が必要です。 

④橋梁や道路舗装、消雪施設などの更新に係る費用の増大が懸念されます。 

⑤市民の健康づくりや観光客のまち歩き、低炭素社会への実現のためにも、歩きたくなる道路空間

を創出する必要があります。 

⑥冬期間の安全で安心な道路交通の確保のため、維持可能な道路除雪体制の構築が必要です。 
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施 策 

１ 幹線道路などの整備を促進します 

①中部縦貫自動車道大野油坂道路大野ＩＣ～和泉ＩＣ（仮称）間の令和４年度の開通と和泉・油

坂区間の早期開通に向けた予算確保について、継続して関係機関に強く要望していきます。 

②国道１５８号境寺・計石バイパスの早期全線開通に向け、関係機関と連携し強く要望していき

ます。 

③一般県道皿谷大野線が早期に完成するよう、県に要望していきます。 

 

２ 雪や災害に強い生活道路を整備・維持します 

①生活道路や通学路などの利便性と安全性を確保するため、計画的に整備します。 

②橋梁や道路舗装、消雪施設などの長寿命化を図り、財政負担の軽減と平準化を行います。 

③除雪車運行管理（ＧＰＳ）システム52の導入を検討するとともに、自動運転など除雪車の高度

化に関する先進情報を収集します。 

④除雪業務が維持できるよう除雪業者を支援するとともに、異業種企業などの参入を促進します。 

 

３ 健康づくりや低炭素社会の実現などに向けて取り組みます 

①市民や観光客が楽しめるよう、安全で歩きやすい道路空間を創出します。 

②自動車に依存せずに楽しんで移動ができる、自転車を活用したまちづくりを推進します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①道路の草取りや側溝の泥上げに協力します。 

②徒歩や自転車による移動を心がけます。 

③積雪時、歩行者がいたら車のスピードを落とします。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

補修橋梁数 令和元年度以降の橋梁補修数（累計） 15 59 橋 

消雪施設補修箇所

数 

令和元年度に策定した大野市消雪施設

修繕計画（R2～R6）に基づき実施する補

修件数（累計） 

0 6 箇所 

 

関連する個別計画 

・大野市国土強靭化地域計画 

・大野市雪害対策計画 

・大野市自転車を活用したまちづくり計画 

 

  

                                                   
52 除雪車運行管理（ＧＰＳ）システム：除雪車に搭載したＧＰＳ機能を活用することで、システム内の地図

上で除雪車の位置や運行状況がリアルタイムに把握でき、さらに過去の軌跡管理や日々の運行管理、運行実

績報告などが把握できるものです。 
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１６：公共交通 

 

目指す姿 

 誰もが利用しやすい公共交通網が整備されたまち 

 

現 状 

 

①市民の通勤や通学、通院、買い物などの日常生活における移動手段として必要不可欠な公共交通

を維持するため、ＪＲ越美北線の利用促進や広域路線バスの運行支援に加え、市営バスやまちな

か循環バス、乗合タクシーを運行しています。  

②少子化や人口減少の進行、さらには新型コロナウイルス感染症の影響により、各公共交通機関の

利用者は減少しています。 

③運転免許自主返納者は増加傾向にあります。 

④北陸新幹線や中部縦貫自動車道の整備が進められているとともに、令和３年４月に道の駅「越前

おおの 荒島の郷
さと

」が開駅します。 

 

課 題 

 

①公共交通機関の利用者は減少し続け、運行経費は増大していますが、将来にわたって持続可能な

公共交通とする必要があります。 

②自動車を運転できない人のニーズを把握し、地域の実情に応じた公共交通の運行方法を検討する

必要があります。 

③まちづくりと連携した公共交通体系の整備と充実を図り、多様な市民活動の活発化を促進する必

要があります。 

④北陸新幹線福井・敦賀開業や中部縦貫自動車道県内全線開通への対応や、人口減少社会に対応し

た新たな時代の地域交通を検討する必要があります。 
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施 策 

 

１ 公共交通の維持とまちづくりへの活用を推進します 

①ＪＲ越美北線の利用促進を図るため、関係機関などが連携して利便性向上のための施策を検討

するとともに、定期券や回数券の購入に対し助成します。 

②「越美北線と乗合バスに乗る運動を進める会」と連携し、市民がＪＲ越美北線を日常的に利用

するきっかけとなるイベントなどを実施します。 

③地域住民や沿線自治体、関係機関などと連携し、広域路線バスの利用促進と支援を行います。 

④市営バスやまちなか循環バス、乗り合いタクシーの運行効果を継続的に検証し、より利用しや

すい公共交通へと見直しを図ります。 

⑤市民生活や健康、交通安全、観光、環境など、さまざまなまちづくり施策と連携し、公共交通

の活用を図ります。 

 

２ 北陸新幹線福井・敦賀開業や中部縦貫自動車道県内全線開通、人口減少社会を見据え、地域交

通のあり方を検討します 

①他市町や各交通事業者と連携して MaaS53の導入を検討します。 

②首都圏や中京圏をターゲットとした新たな周遊ルートの開発を進めます。 

③人口減少社会や利用者のニーズに合わせた公共交通の運行方式を検討し、持続可能な交通体系

を目指します。 

 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①ＪＲやバスなどの公共交通機関を利用します。 

②駅やバス停、沿線の美化活動に参加します。 

③運転に不安を感じたら、運転免許証を返納します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

市内公共交通（まちなか循環バス、

乗合タクシー、市営バス、京福バス

大矢戸線）の年間乗客数 

大野市内バスの年間乗

客数 
24,674 30,000 人 

広域路線バス（京福バス）の年間乗

客数 

広域路線バスの年間乗

客数 
205,329 225,000 人 

JR 越美北線（全駅）の年間乗客数 
JR 越美北線の年間乗客

数 
336,307 346,800 人 

 

関連する個別計画 

・大野市地域公共交通網形成計画 

  

                                                   
53 MaaS：出発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手段を切れ目なく一つのアプリで提供する

など、移動を単なる手段としてではなく、利用者にとって一元的なサービスとして捉える概念のことです。 
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１７：ひと・地域 

 

目指す姿 

市民が、生涯にわたって主体的に学び、地域づくりに積極的に取り組むまち 

 

現 状 

 

①市内各地区で、住民主体の地域運営や地域づくり活動が行われており、地域の課題解決に向けた

新たな取り組みも見られます。 

②生活様式と価値観の多様化などにより、地域の連帯感が希薄になってきており、自治会などの活

動に参加する人が減っています。 

③核家族化や地域のつながりの希薄化により、子育ての知恵や経験を家族や地域で共有する機会が

少なくなっています。 

④自治会や団体においては、担い手の減少や高齢化などにより活動力が低下し、存続そのものが危

ぶまれています。 

⑤地域の活性化や課題解決、住民同士の世代を超えた交流を進める事業に支援しています。 

⑥高齢者を地域で支える仕組みをつくるため、生活支援体制整備事業54が進められています。 

⑦男女共同参画の精神と人権を尊重する心を育て、性別に関わりなく誰もが輝くことのできる社会

の実現を目指して、地域団体と連携しながら、市民への啓発活動や学習活動を行っています。 

⑧図書館は、本を借りるだけではなく、人との出会いやふれあいの場として、さまざまな年齢層の

市民に利用されています。 

 

課 題 

 

①人口減少や少子化・高齢化により、社会奉仕作業や伝統行事などの地域活動の継続が困難な自治

会が増加しているため、地域の活動や仕組みを検討する必要があります。 

②人や地域のつながりを大切にしながら、地域の関係団体との協働により、若者や女性など多様な

人材を確保し、活力のある地域を次世代につなげていく必要があります。 

③地域ぐるみの活動や世代間交流を促し、地域全体で子どもを育てる活動や高齢者の見守り活動を

進める必要があります。 

④性別による固定された役割意識や社会慣行がいまだに残されているため、男女が対等に生きる意

識と社会環境づくりが必要です。 

⑤公民館は、社会教育施設としてだけでなく、地域の課題解決に向けた拠点としての機能が必要で

す。 

⑥図書館は、幅広い年齢層に応じた図書の充実を図るとともに、世代を超えて交流ができる事業を

実施する必要があります。 

 

  

                                                   
54 生活支援体制整備事業：高齢者の多様な日常生活を支える仕組みを充実させること、生きがいや介護予防

につながる社会参加の機会を確保するため、生活支援コーディネーターを中心に、住民主体の話し合いの場

である協議体（公民館単位の第２層協議体と、市単位の第１層協議体）を設置し、支え合い・助け合いの地

域づくりを推進する事業です。 
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施 策 

 

１ 地域を担う人づくりや生涯学習を推進します 

①若者や女性をはじめ、より多くの人たちの地域活動への参加を促し、地域に必要な人材を育成

します。 

②地域の活性化や地域の課題解決、住民の世代間交流などを進める事業を支援します。 

③住民主体の地域づくりを可能にするための地域運営組織55の立ち上げを支援します。 

④生涯にわたって、時代に即した学習が行えるよう、生涯学習センターや公民館、図書館などが

一体となって情報を発信し、学習の機会を提供します。 

⑤大野市男女共同参画プランや大野市人権施策基本方針に基づき、市民への啓発活動や学習活動

などを行い、男女共同参画の社会を推進し、人権を尊重する人づくりに取り組みます。 

 

２ 地域での交流を深め、支え合いを広げます 

①公民館の行事や講座、地域団体の活動を通し、世代間交流を図ります。 

②地域住民と関係団体が連携し、地域で子どもを育て、高齢者を見守る体制をつくります。 

③同じ地域内での交流だけでなく、他の地域や市町と交流する機会を創出します。 

④国際交流活動を通じて国際感覚を養うとともに、地域在住の外国人との相互理解を深め、多文

化共生社会の実現を目指します。 

 

３ 地域住民が利用しやすい活動拠点をつくります 

①地域づくりや生涯学習の拠点として、働く世代や子育て世代などすべての世代が、公民館を利

用できるよう運営方法を工夫し、地域住民が気軽に集うことができる身近な公民館とします。 

②身近な地域活動の拠点である各自治会の集会施設の整備支援を行い、コミュニティ活動の拠点

確保を進めます。 

③図書館の蔵書の充実を図り、市民の学習や情報収集へのニーズに対応します。 

 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①地域の活動に参加し、自分が楽しんでいる姿を見てもらいます。 

②近所で日常的な声掛けを行います。 

③男女に関係なく、地域や団体の役員を引き受けます。 

  

                                                   
55 地域運営組織：地域の生活や暮らしを守るため、地域住民自らが主体となって形成された組織のことです。

地域の将来プランを作成し、地域課題の解決に向けた取り組みを持続的に実践します。 
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成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

公民館利用回数 

市民一人当たりの年間公民館利用回

数（他所で行った公民館事業参加者数

を含む） 

3.61 3.66 回 

図書館利用回数 
市民１人当たりの年間図書館利用回

数 
2.98 3.2 回 

地域運営組織の 

結成数 

令和４年度以降に地域運営組織が結

成された組織数（累計） 
― 9 組織 

 

関連する個別計画 

・教育に関する大綱 

・結の故郷ふるさと教育推進計画 

・大野市男女共同参画プラン 
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１８：防災力・防犯力 

 

目指す姿 

 地域の防災力・防犯力が高まり、災害や事故に備えた体制が整ったまち 

 

現 状 

 

①気候変動により、全国では大雨による河川の氾濫や土砂災害が多発しています。また、新型コロ

ナウイルスの感染症拡大が避難所の運営体制に影響を及ぼしています。 

②消防団員の高齢化や減少傾向にある中においても、各種災害に対応できるよう資器材の整備や教

育訓練の充実に努めています。 

③１００人体制の結の故郷女性分団では、女性の持つソフトな面を生かした活動を行っています。 

④大野市における自主防災組織56の結成率は、令和元年度末で 96.6％となっています。 

⑤犯罪や事故を未然に抑止するために、防犯隊や安全で安心なまちづくり推進会議による夜間の防

犯パトロールや啓発活動を実施しています。 

⑥市民の交通安全意識の向上を図っていますが、高齢者が当事者となる事故の割合が高く、シート

ベルト装着義務違反者の割合は県内市町の中でも高くなっています。 

⑦幅広い年齢層にスマートフォンの利用が普及しつつある中で、情報通信に関わる消費者相談が増

加しているほか、特殊詐欺などの被害やハガキによる架空請求の相談も依然として多くなってい

ます。 

⑧人口減少や高齢化の進行により管理不全な空き家が増加しています。 

 

課 題 

 

①自然災害から市民の生命を守るため、地域においても防災力を強化する必要があります。 

②災害時における関係機関の連携体制を構築し、避難所を整備するとともに、各地区の自主防災組

織や各種団体などでも感染対策を講じた避難方法について、訓練する必要があります。 

③避難支援プラン57の作成が進んでおらず、地区住民や要支援者の意識を高める必要があります。 

④犯罪や事故を防止するための取り組みを継続していく必要があります。 

⑤横断中の歩行者の保護や、飲酒やあおりなどの無謀運転の防止など、自動車の運転マナーの向上

について、啓発する必要があります。 

⑥児童や若年層、高齢者などあらゆる年代に消費者教育を行う必要があります。 

⑦所有者や管理者の当事者意識を高めることで空き家の発生を抑制し、空き家となった場合には、

売却譲渡による有効活用や解体の手続き、処理を促す必要があります。 

  

                                                   
56 自主防災組織：住民が自治会や地域ごとに協力して、地域ぐるみで防災活動を行うための組織です。日頃

から災害に備えたさまざまな取り組みを実践するとともに、災害が発生した際には被害を最小限に食い止め

るための活動を行います。 
57 避難支援プラン：災害時に１人で避難することが困難な避難行動要支援者に対して、地域（自主防災組織

または自治会）の協力のもと個別に作成する支援計画です。地域で避難の支援が迅速に行えるよう、平常時

から、緊急連絡先や避難時に配慮すべき内容、支援者などについて定めます。 
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施 策 

 

１ 地域における防災力の充実と強化を図ります 

①自主防災組織の防災訓練などを通じ、消防団と自主防災組織との繋がりや連携を強化します。 

②総合防災マップ58を周知するとともに、地区で要支援者を安全に避難誘導するため、避難支援

プランの作成を促進します。 

③感染症対策を講じた避難訓練を実施します。 

④女性消防団員の優しさやきめ細かさを生かし、高齢者世帯への防火訪問など、地域に密着した

活動を行います。 

 

２ 犯罪や事故を防止します 

①防犯隊や安全で安心なまちづくり推進会議による夜間の防犯パトロールや啓発活動を継続し

て行います。 

②消費者被害に遭わないよう、学校や地区、団体などに対し啓発活動を行います。 

③幼児や児童、高齢者を対象にした交通安全教室や講座などを充実します。 

④大野市交通指導員による街頭啓発や交通安全パトロールを実施します。 

 

３ 空き家などの対策を推進します 

①土地や建物の所有者に対し、空き家の発生抑止と適正な管理指導を徹底します。 

②民間事業者と連携し、空き家の売却や譲渡、解体などを促進します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①災害に備え、備蓄品の準備や避難場所の確認を行い、地域の避難訓練に参加します。 

②防犯に対する意識を高め、住居や自動車、自転車の施錠や近所への声かけなどを行います。 

③正しい交通マナーを実践します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

自主防災組織の活動 
結成した自主防災組織の活動

割合 
20 100 ％ 

総合防災マップ説明会

の開催 

総合防災マップ説明会の開催

地区数 
2 100 ％ 

刑法犯認知件数 市内の刑法犯年間件数 77 70以下 件 

存在する特定空家等の

件数 
存在する特定空家等の件数 16 0 件 

 

  

                                                   
58 総合防災マップ：国や県が公表した洪水浸水想定区域図や水害リスク図に基づき、令和２年１０月に大野

市が作成したハザードマップのことです。浸水が予想される区域や浸水の深さ、浸水が続く時間を記載して

いるほかに、避難所の一覧や避難行動の目安、避難をするために必要となる情報やその情報の入手先、緊急

連絡先および避難時の備えと対策（非常持出品・風水害対策）などを記載しています。 
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関連する個別計画 

・大野市地域防災計画 

・大野市避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画 

・越前おおの空家等対策計画
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１９：文化芸術 

 

目指す姿 

市民が、文化や芸術に親しみ、文化財や伝統文化が継承され、歴史や文化の魅力が発信されてい

るまち 

 

現 状 

 

①文化会館は、耐震性の問題が指摘されているとともに、空調や舞台照明などの設備の経年劣化が

著しく進んでいます。 

②市民が所有する優れた絵画などを活用するとともに、イベントなどを通して大野市にゆかりのあ

る芸術家に触れる機会を創出しています。 

③市美展や文化祭の実施、市民が行う文化活動への支援などを通して、人材育成と文化振興を図っ

ています。 

④歴史や文化財、伝統文化を地域の魅力として利活用しようとする動きもみられます。 

⑤伝統文化の担い手や文化財の管理者が減少しており、保存継承が困難になりつつあります。 

⑥大野市には古生代から中生代のさまざまな地層が広く分布し、手取層群は福井県の恐竜の進化と

繁栄を解明する上で重要な発掘地となっており、九頭竜層群はアンモナイト化石が多く発掘され、

国際的に重要な研究フィールドとなっています。 

 

課 題 

 

①文化芸術を振興する拠点の整備が必要です。 

②市民の文化活動の底辺を拡大するために、文化芸術に触れる機会の充実が必要です。 

③伝統文化の継承や文化財の維持管理のための取り組みが必要です。 

④国内外から注目されている大野市の地質や化石をさらに多くの方に知ってもらうため、関係機関

や関係団体と協力した調査研究と保護に向けた取り組みが必要です。 
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施 策 

 

１ 文化芸術の振興と継承を推進します 

①文化水準の向上を目指し、文化活動の拠点として、新たな文化会館の整備について検討を進め

ます。 

②市民が気軽に参加し、文化芸術に触れることのできる機会を創出します。 

③市民の文化芸術活動への支援を引き続き行い、文化芸術の振興を促進します。 

④子どもたちに伝統文化を伝承する活動を推進します。 

⑤市内に所在する国・県・市指定などの文化財を良好な状態で後世に伝えるため、所有者や管理

者の負担軽減を図ります。 

⑥「大野市文化財保存活用地域計画」を策定し、計画に基づいた文化財の保存と活用を推進します。 

 

２ 文化遺産・自然遺産59を保護し活用します 

①文化財を保存継承するために、新たな文化財の発掘に努め、指定文化財などの増加を図ります。 

②化石が産出される地層や淡水型イトヨとその生息環境などの自然遺産を保護し活用するため、

県の研究機関と協力して調査研究と活用を進めます。 

 

３ 歴史や文化の魅力を情報発信します 

①博物館などにおいて、展示や講座、講演会などを開催し、郷土の成り立ちや文化財、伝統文化

に対する市民の理解を深めます。 

②大野市の歴史や文化財、伝統文化を市内外に発信します。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①一人一人が大野自慢を持ちます。 

②市外の人にも祭りや伝統文化を楽しんでもらえるよう働き掛けます。 

③市内で開催される美術展や音楽会、講演会などに積極的に参加します。 

 

成果指標 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

公演などの参加人数の

割合 

人口に対する市が主催およ

び支援する文化公演の年間

参加人数の割合 

37.5 45.0 ％ 

博物館等における 

企画展や講座開催数 

博物館等における企画展や

講座開催数 
3 5 回 

 

関連する個別計画 

・大野市文化会館整備基本構想 

・大野市文化会館整備基本計画  ・大野市文化財保存活用地域計画（策定予定）  

                                                   
59文化遺産・自然遺産：『文化遺産』や『自然遺産』、『複合遺産』は、本来、「世界の文化遺産及び自然遺産

の保護に関する条約」で定められているものですが、ここでは文化財保護法に定める「文化財」を『文化遺

産』とし、『自然遺産』は、世界遺産に登録されるための４つの評価基準でもある「地形･地質」「生態系」

「自然景観」「生物多様性」を満たすものとしています。 
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２０：移住定住 

 

目指す姿 

 「大野に住みたい、住み続けたい」という人が増え、地域においても移住者を受け入れる環境が 

整ったまち 

 

現 状 

 

①移住に必要とされる就業や教育、住宅などの担当者が集まった越前おおのＩＪＵサポートチーム
60会議で、移住希望者の情報共有や、きめ細かなサポートを行っています。 

②農作業体験や先輩移住者との交流、お試し暮らしなど、移住希望者の要望に添った移住体験を実

施しています。 

③移住定住サイト「オオノグラシサイト」で市の移住定住に関する情報発信を発信し、年間約３万

件の閲覧があります。 

④新型コロナウイルス感染症の拡大により、都市部への人口集中の脆弱性が改めて顕在化し、地方

回帰の関心が高まっています。 

⑤人口減少が進む中、定住促進に向けて、移住者の住宅取得やリフォームに対し助成しています。 

⑥新築住宅に対する助成については需要があるものの、空き家の取得及びリフォームに対する助成

件数は年々減少傾向にあります。 

 

課 題 

 

①地方回帰の関心が高まっているものの大野市にはまだ十分に波及しておらず、都市部在住者に大

野市に関心を持ってもらうための情報発信が課題です。 

②人口減少により空き家物件の数は増えていますが、空き家情報バンクへの登録物件は少なく、制

度を周知する必要があります。 

③定住促進に向け、優良な空き家は中古住宅として効果的な利活用を促す必要があります。 

④全国的に移住者と住民との交流がうまくいかず、定住につながらなかったケースが多く見受けら

れることから、移住後のサポートを行う必要があります。 

 

 

 

  

                                                   
60 ＩＪＵサポートチーム：大野市への移住定住を希望する人や移住した人をサポートするための大野市役所

内の専門チームです。 
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施 策 

 

１ 住まいや仕事の確保を支援します 

①ＵIターン61を希望する人に対し、きめ細やかな相談体制を確立します。 

②有効活用できる空き家物件の掘り起こしと空き家情報バンクへの登録を促進し、空き家の利活

用を図ります。 

③移住や定住希望者が居住するために必要となる住宅取得やリフォームに対し支援します。 

 

２ 地域での受け入れ環境を整えます 

①移住者を受け入れる体験会や交流会を行う地区に対し支援します。 

②移住後のサポートとして、地域住民との交流会を開催し、出会いと情報交換の場を提供します。 

③大野市で地域おこし協力隊として活動してきた隊員が定着できるようサポートを行います。 

 

３ 大野の魅力を伝えます 

①高校生や大学生に大野市のＳＮＳ登録を推奨し、大野へかえろうと思ってもらえる情報や県内

の企業情報などを発信し、大野市への定住を促進します。 

②都市部在住者が、「新しい生活様式」に添った大野市での楽しい生活がイメージできるよう情

報発信を行うとともに、大野市に実際に来て、大野の良さを体験できるようメニューの充実を

図ります。 

③県や他市町と連携し、都市圏で大野市の魅力や移住定住施策を発信するとともに、オンライン

を活用した相談体制も整え、きめ細やかなサポートを行います。 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①市外から来られた人を「結の心」で受け入れます。 

②大学などに進学した家族に、地元企業の魅力や暮らしやすさを発信します。 

③大野に住む者自身が、大野を愛し大切にします。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

定住のための住宅取得等助

成件数 

定住のための住宅取得及び

リフォームに対する助成の

累積件数 

374 434 件 

令和元年度の総人口に対す

る 20～40代人口の構成 

総人口に対する 20～40代人

口の割合 
29.5 29.5 ％ 

移住相談件数 

令和３年度よりＩＪＵサポ

ートチームが受けた移住相

談累積件数 

67 500 件 

 

  
                                                   
61 ＵI ターン：ＵターンとＩターンのことで、Ｕターンとは、進学や就職などの理由で出身地から都市へ移

住した後、再び出身地へ移住することで、 Iターンは、出身地以外の場所に移住することです。 
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２１：情報共有 

 

目指す姿 

 市内外に大野の魅力が発信され、市民に行政情報が正確に伝わり理解され、市民の意見が市政に

生かされているまち 

 

現 状 

 

①ホームページやフェイスブック、ＬＩＮＥ、広報紙のスマホ配信アプリ、メディアなどを活用し、

新鮮で魅力ある情報を発信したことにより、ホームページアクセス数が大幅に増加し、情報の共

有と市外に向けた情報発信の充実が図られています。 

②ＳＮＳを意識した「映
ば

える大野」を魅せるための仕掛けをつくり、行政だけでなく、市民や観光

客の発信力を活用した情報発信を行っています。 

③大野市のブランドキャッチコピーについては、市民の約６割が認知しているものの、市民のなか

で「結」を感じることが少なくなってきているという声もあります。 

④民間機関が実施する「地域ブランド調査」によると、令和２年度の大野市の認知度は６２５位、

魅力度は７７０位であり、県内他市と比較して低い順位となっています。 

⑤県と県内市町で共同公開しているオープンデータライブラリ62のほか、市のホームページにおい

て、市が保有する統計情報や地理情報などの公共データを公開しています。 

 

課 題 

 

①一方的に情報を発信するのではなく、市民の視点で市民が必要とする新鮮で魅力ある情報や市民

生活に役立つ情報を迅速に発信するとともに、市民の意見を市政に反映する必要があります。 

②大野市の認知度や魅力度を上げるため、プロモーション活動をさらに強化する必要があります。 

③ブランド発信に関わる「関係人口63」を増やすため、従来のゆいびと64やブランド大使65だけでな

く、市外や県外の大学生、企業など新たなファン層を創出するとともに、大野市への思いを高め

てもらう必要があります。 

④オープンデータ66の提供がまだ少ないため、県と連携し、活用できるデータを整理して公開して

いく必要があります。 

  

                                                   
62 オープンデータライブラリ：ホームページでオープンデータとして公開できるデータを一覧にしたページ

のことです。 
63 関係人口：「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わる

人々のことです。 
64 ゆいびと：「結の故郷越前おおの」を愛し、応援する人のことです。 
65 ブランド大使：大野市出身やゆかりのある方々にご協力をいただき、大野市の優れた魅力を全国に広くＰ

Ｒし、大野市の知名度アップ、イメージアップを図ることを目的に平成２０年に「越前おおのブランド大使」

制度を創設しました。 
66 オープンデータ：公共データを、営利・非営利を問わず誰もが自由に再利用を可能な形で公開することで

す。 
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施 策 

 

１ 情報発信や情報提供の充実を図ります 

①市民が知りたい情報を効果的に提供するために、広報おおのや公式ホームページを始め、さま

ざまな情報発信手段を活用して、あらゆる世代に必要な情報が届くよう広報活動を進めます。 

②大野市が誇る人や歴史、文化、自然、食などの地域資源や取り組みについて、ターゲットを設

定した効果的な手法により情報発信します。 

③道の駅「越前おおの 荒島の郷
さと

」開駅や北陸新幹線福井・敦賀開業、中部縦貫自動車道の県内

全線開通を見据えて、中京圏や北陸圏、首都圏へのメディアセールスやＳＮＳなどを活用した

ＰＲ広告を強化します。 

④大野市を応援したくなる取り組みやふるさと納税制度の活用により、新たなファンを獲得し

「関係人口」の拡大を図ります。 

⑤オープンデータの種類を増やし、市民や民間事業者などによるデータの二次利用を促進します。 

 

２ 施策などの情報を市民と共有し、市民の意見を市政へ反映します 

①広報おおのやホームページ、市民向け説明会などを通して施策などの情報の共有と市民の市政

への参画を進め、市に寄せられる意見や議論を行って得た考えについて十分に検討し、市政に

反映します。 

②各種計画策定委員会などにおいて、若者や女性など幅広い層の意見を聴取して施策に反映して

いきます。 

③各種審議会の会議内容をホームページで公表し、市民との情報共有を図ります。 

 

 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①大野市の広報紙やホームページを見ます。 

②大野市が発信するＳＮＳに登録します。 

③ＳＮＳや「クチコミ」により市外の方にも大野市の情報を伝えます。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

市ホームページアクセ

ス件数 

市ホームページにアクセスし

た延べ件数（累計） 
899,674 5,530,000 件 

 

関連する個別計画 

・越前おおのブランド戦略 
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２２：協働・連携 

 

目指す姿 

自治会や団体、学校、企業、行政など、さまざまな活動主体が、お互いの立場と役割を理解し、 

協働・連携してまちづくりに取り組むまち 

 

現 状 

 

①少子化・高齢化や核家族化の進行、生活スタイルや価値観の多様化などにより、地域の連帯感が

薄れてきており、地域の課題を地域で解決する力が低下してきています。 

②大学や民間企業との連携は、行政の課題解決の一助となっています。 

③姉妹都市や友好市町などとの自治体間交流を推進し、市民レベルの交流も行われています。 

④ふくい嶺北連携中枢都市圏67により、嶺北１１市町が連携して、観光や児童福祉、情報システム

などの分野で共同して事務を行っています。 

 

 

 

 

 

課 題 

 

①多様化している住民ニーズに応えていくためには、多様な主体が深く連携して相互の力を発揮し、

相乗効果が生まれる仕組みづくりが必要です。 

②市民自らが地域の実情や課題を認識し、これからの地域の在り方について主体的に議論する場が

不足していることや、活動する市民の掘り起こしが課題です。 

③姉妹都市や友好市町などと市民レベルの交流を促進する必要があります。 

 

 

 

 

 

  

                                                   
67 ふくい嶺北連携中枢都市圏：福井市を中心とした嶺北１１市町（福井市、大野市、勝山市、鯖江市、あわ

ら市、越前市、坂井市、永平寺町、池田町、南越前町、越前町）からなる広域連携の組織で、平成３１年４

月に連携協約を締結しました。 
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施 策 

 

１ 市民協働のまちづくりを進めます 

①市と市民、団体が協働して地域の総力を発揮できる体制をつくるため、住民主体の地域づくり

を進める地域運営組織の立ち上げを支援します。 

②地域の資源や特性を生かした自主的な地域づくりや、人づくりの取り組みを支援します。 

③市政に関する情報を積極的に提供し、若者や女性など多様な層から意見を聞き、そのアイデア

を市政や地域づくりに生かします。 

 

２ 他の自治体などとの協働や連携によるまちづくりを進めます 

①高校や大学、民間企業との連携と交流を図り、地域課題の解決に取り組みます。 

②姉妹都市や友好市町などとの交流や協定により、市民交流や自治体交流を通じたまちづくりや

緊急時の応援体制の構築を進めます。 

③ふくい嶺北連携中枢都市圏や一部事務組合68などの広域連携により、広域的な行政事務を効率

的・効果的に取り組みます。 

 

 

みんな（市民・団体・企業）ができること 

①学校や職場、団体の活動を通してまちづくりに参加します。 

②情報を積極的に受け取ります。 

③姉妹都市や友好都市と交流します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

地域運営組織の結成数 

（再掲） 

令和４年度以降に地域運営

組織が結成された組織数（累

計） 

― 9 組織 

姉妹都市等との交流事業参

加者数 

姉妹都市等交流事業補助金

を活用して行った交流事業

の参加数（累計） 

334 1,300 人 

 

 

関連する個別計画 

大野市市民協働指針 

 

  

                                                   
68 一部事務組合：地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するために設ける特別地方公共団体のこ

とで、福井県市町総合事務組合や大野・勝山地区広域行政事務組合などが該当します。 
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２３：市民サービス 

 

目指す姿 

 デジタル化が進む中、誰もが利用しやすい市民サービスが提供されているまち 

 

現 状 

 

①ＩＣＴ（情報通信技術）の進展は、社会や経済、生活などの幅広い分野にその影響が及んでいま

す。また、新型コロナウイルスの感染拡大を契機に進められている「新たな日常」を構築するた

め、社会全体のデジタル化が進んでいます。 

②国において、押印・対面・書面原則の撤廃や情報通信政策の一元化が進められており、社会全体

でデジタル化を推進する動きがあります。 

③国はマイナンバーの活用を促進しており、大野市においても申請方法の周知や窓口の拡充により

積極的にマイナンバーカードの普及を進めています。 

④大野市においても、申請や届出のオンライン化を進めているほか、市税などのコンビニ納付や窓

口手数料などのキャッシュレス決済の導入を進めています 

 

 

 

 

 

課 題 

 

①都市部との情報格差が生じないよう、地域情報化を着実に推進し、情報通信機器の各種分野にわ

たる活用を促進する必要があります。 

②各種手続きの電子申請システムへの登録や利用を進めるためには、セキュリティの確保や個人情

報の保護に留意するとともに、利用者目線での利便性向上に一層取り組む必要があります。 

③庁内に導入された各種の事務システムについて、市民手続きの利便性向上や経費の縮減、業務の

改善といった効果を上げる必要があります。 

④マイナンバーカードの取得率はいまだ低く、利用も浸透していない状況であることから、マイナ

ンバーカードの普及を進める必要があります。 

⑤電子申請などの利用を促進するとともに、市民サービスの向上につなげるために、職員にはデジ

タルスキルの向上と、市民に対して分かりやすく丁寧な説明を行うことが求められます。 

⑥デジタル化のメリットを得ることが困難な場合でも、市民が必要な行政サービスを受けることが

できる体制をつくる必要があります。 

 

  



71 

 

施 策 

 

１ 申請などの手続きのオンライン化を推進します 

①市役所における全ての手続きを見直し、各種申請などのオンライン化を進めます。 

②国や県などと連携したデジタル技術の活用を進め、行政の効率化やサービスの向上に取り組み

ます。 

③窓口における証明書発行手数料や公共施設使用料など、キャッシュレス決済を拡充します。 

④国の進めるマイナンバー制度の抜本的改善にあわせ、マイナンバーカードの普及促進と利活用

を進めます。 

⑤庁内の情報連携を進め、一度提出した情報は再提出を不要とするワンスオンリー69化や手続き

のワンストップ70化を確立することで、市民の利便性の向上に努めます。 

 

２ 分かりやすく丁寧な市民サービスを提供します 

①新たな高度情報システムを導入することにより、迅速かつ正確な事務処理を行います。 

②自宅や職場において、市が主催する各種説明会や審議会に参加したり、相談事ができるように、

リモート71会議や動画配信を活用します。 

③情報通信技術の活用に不安のある人に対しては、分かりやすく丁寧に対応するとともに、情報

通信技術を使用しないサービスも併せて提供します。 

 

 みんな（市民・団体・企業）ができること 

①オンライン申請やキャッシュレス決済など、新しいサービスを使ってみます 

②マイナンバーカードを取得し、活用します。 

③リモート会議や動画配信を利用してみます。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

電子申請が可能となった行政手続

きの件数 

電子申請が可能となっ

た行政手続きの累積件

数 

33 63 件 

 

関連する個別計画 

・大野市電子自治体推進指針 

 

  

                                                   
69 ワンスオンリー：一度提出した情報を再度提出することを不要とすることです。 
70 ワンストップ：市役所などの窓口において総合窓口を設け、さまざまな行政サービスをそこで受けられる

ことです。 
71 リモート：離れた場所にある二者が通信回線やネットワークなどを通じて結ばれていることを表します。 
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２４：行財政 

 

目指す姿 

 計画的で効率的な行財政運営と、市民の期待に応えられる人材と組織により、安定した自治体経

営が堅持されているまち 

 

 

現 状 

 

①市税をはじめとする自主財源の確保が難しく、地方交付税や国県支出金などの依存財源比率が高

い状況にあります。 

②行政サービスが多様化・複雑化する中で、行政事務の効率化が進んでいない分野があります。 

③国においては、各自治体が独自に構築している住民基本台帳などの自治体システムを標準化する

動きがあります。 

③職員には、地域との関わりを大切にしながら、主体的に地域活動に参加すること、積極的に新し

いことや改革に取リ組むこと、課題を持って業務に取り組むことなどが求められています。 

⑤公共施設やインフラ資産72の老朽化が進み、大規模な改修や建替え、更新の時期を迎える施設な

どが増加しています。 

 

課 題 

 

①人口減少や新型コロナウイルス感染症による影響で税収の減少が見込まれる中、健全な行財政基

盤を維持し、市民が安心して住み続けられる行政経営を行っていくために、財源の確保と経費の

縮減が必要です。 

②行政分野においても働き手の減少が見込まれており、限られた職員数と財源で行政サービスを維

持し、多様な行政需要に対応するためには、デジタル技術などを活用し、業務の効率化を図る必

要があります。 

③行政組織としての機能を十分に発揮するため、職員一人一人の意識改革と資質の向上を図る必要

があります。 

④地域の発展や活性化に寄与する地域貢献活動について、引き続き職員の参加を促進していく必要

があります。 

⑤公共施設やインフラ資産の老朽化に伴う不具合の増加や事故発生のリスクに対し、適切な対応が

必要であるとともに、公共施設などの在り方を検討していく必要があります。 

⑥市が保有する土地や建物、備品などの財産について、取得の経緯や状況を考慮した上で、今後の

必要性を十分に精査する必要があります。 

 

 

  

                                                   
72 インフラ資産：道路や河川、上下水道、港湾等の公共財産のことです。 
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施 策 

 

１ 持続可能な財政運営を行います 

①安定的な財政運営を図るため、市税の適正な賦課と徴収率の向上を図ります。 

②国民健康保険の県単位化73や簡易水道事業、下水道事業の公営企業会計74 移行などの効果を生

かし、各会計を健全に運営するとともに、農業集落排水事業特別会計の公営企業会計への移行

を進めます。 

③財政調整基金75の確保に努め、将来世代に過度な負担を残さないよう市債発行額を抑制します。 

④ふるさと納税やクラウドファンディング76などを活用し、市民や市外在住者のまちづくりへの

参加と財源の確保に取り組みます。 

 

２ 次世代を見据えた「シゴト改革」に取り組みます 

①行政事務のデジタル化やシステムの一元化、ペーパーレスの実現に向けた文書の電子化を検討

し、事務の効率化を図ります。 

②ＲＰＡ77やＡＩ（人工知能）などの導入や活用に対応するため、ＩＣＴスキルの高い人材を育

成します。 

③行政事務を定期的に評価し、施策の質的向上や見直しを行います。 

 

３ 人材育成と組織の整備を進めます 

①大野市人材育成基本方針に基づき、優秀な人材を確保するとともに、「市民に信頼され、とも

に行動できる職員」としての意識改革や資質向上につながる研修を実施することで、組織全体

の能力の向上を図ります。 

②大野市定員適正化計画に基づき、適正な定員管理を行うとともに、時代に合わせた組織機構の

見直しや職員の適正配置などの人事管理と業務上のリスク管理を徹底し、組織の強化を図りま

す。 

③地域貢献活動に関する兼業基準などを明確にし、参加を促進することで、行政と住民の新たな

パートナーシップを構築します。 

 

４ 市有財産を適正に管理し、効果的で効率的な活用を図ります 

①公共施設やインフラ資産を適切に管理し、安全性の確保と長寿命化を図り、健全に運営します。 

②大野市公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の見直しと再編を進めます。 

③低未利用の土地や建物、備品などの財産について、貸付や売却などを推進します。 

  

                                                   
73 国民健康保険の県単位化: 国民健康保険の財政運営の責任主体が市町から県に代わり、安定的な財政運営

や効率的な事業の確保など、国保運営に中心的な役割を担い、制度の安定化を図るもので、平成３０年４月

に県単位化されました。 
74 公営企業会計：上下水道事業において中長期的な財政運営を行うため、民間企業と同様に発生主義と複式

簿記を取り入れることにより、経営・資産等の状況を正確に把握することを可能にする仕組みです。 
75 財政調整基金：年度間の財源の不均衡を調整するための積立金のことです。 
76 クラウドファンディング：インターネットを介して不特定多数の人々から少額ずつ資金を調達することで

す。 
77 ＲＰＡ：RPAとは「Robotic Process Automation」の略語で、これまで人間が行ってきた定型的なパソコ

ン操作をソフトウエアのロボットにより自動化するものです。 
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みんな（市民・団体・企業）ができること 

①市政に関心を持ち、自らが参加する意識を持ちます。 

②みんなが利用する施設を大事に使います。 

③職員は、地域の活動に積極的に参加します。 

 

成果指標 

 

指標 内容 
令和元年度 

現状 

令和７年度 

目標 
単位 

財政調整基金残高 年度末の残高 16.4  20.0  億円 

将来負担比率78 
地方公共団体の財政の健全化に関

する法律に基づく比率 
48.5  45.5  ％ 

 

関連する個別計画 

・大野市行政改革推進プラン 

・大野市電子自治体推進指針 

・大野市人材育成基本方針 

・大野市定員適正化計画 

・大野市公共施設等総合管理計画 

 

 

 

                                                   
78 将来負担比率：地方自治体の財政負担の程度を残高（ストック）ベースで表す指標のことです。 


